
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

5601
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

効果的なスギ花粉に対
するワクチンをつくって
ほしい。 
多くの日本人が悩まさ
れている問題です。

毎年春先になると、目
の腫れ、鼻への刺激で 
仕事を含めて何事にも
集中することができない
状況が辛い。 
理研の一般公開でき、
免疫・アレルギーに関
する講演のなかで、 
花粉症のワクチンの開
発を進めているとと聞い
たが。個人的には 
このような研究開発を
喜ばしく思っている。

5602

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

更に拠点数を地方にも
育てられるよう、予算の
倍増が不可欠であろ
う。

活力ある研究大学を更
に育て、小さな大学でも
優れた基礎研究の灯火
が消えず、多様な大学
院で人材が多様に巣立
つようにすることは、ア
ジアで中国に負けて2位
となった日本の大学で
の先端研究のリードを
取り戻すために不可欠
である。そのための予
算を惜しむべきではな
い。

5603
その
他

30～
39歳

その
他

0

科学技術関
係施策の優
先度判定等
の実施に関
する意見募
集

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

個別の施策についてで
はなく、パブリックコメン
ト募集の仕組みそのも
のについてです。 
twitterを見て、こういう
意見募集の取り組みが
あることを始めてしりま
した。 
大変すばらしい取り組
みだと思いますが、いく
つか改善すべき点もあ
るように思います。 

本名、住所が必要な理
由もなんとなくわかりま
すが、本物かどうか判
定する方法は無いので
はないでしょうか。 
であれば、記入させる
意味もあまり無いように
おもいます。 
また、こうやって集めた
意見は誰が読んでどう
閲覧されるのかのプロ
セスもなるべくオープン
にした方が良いのでは
ないでしょうか。いっそ 
twitter で意見を集めて
も良いかもしれません
ね。 
また、パブリックコメント
という物があること自
体、あまり知られていな
いように感じます。 
形ばかりの物、と思わ
れないようにするために
も、告知はもっと大々的
に行っても良いかもしれ
ません。 
twitter を活用するなど
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で、お金をかけずに広
報することも可能かもし
れませんね。

5604

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等施設の
整備を拡充し、古くなっ
た施設を更新して研究・
教育に最大限活用でき
るようにすべきと思いま
す。

国立大学法人の施設、
とくに、加速器施設等で
は老朽化がはなはだし
い施設が多く存在しま
す。KEK、理研等で世界
をリードする研究を推進
すべく大型予算を集中
投下することはきわめ
て重要ですが、それと
同時に各大学で保有す
る加速器施設では世界
でもユニークな研究が
多く推進されており、そ
ういう研究の芽を育て
て、かつ、若手教育にも
資するよう、最新の設
備に更新することが極
めて重要です。理系に
興味を失いつつある若
手にこそ、身近に最先
端の研究施設が存在
し、それらを触れる機会
を多く与えるのは、未来
の日本の研究の層を厚
くすることは間違いあり
ません。

5605
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24118

分子イメージ
ング手法を用
いた疾患診
断研究及び
治療法開発・
評価研究

このまま
推進す
べき

新しい研究手法として、
疾患研究を促進し、新
規治療法を早期に開発
すべく、本施策を推進す
べきである。

分子イメージング技術
を向上させることは、疾
患解明や検査・診断技
術の発展につながるも
のである。本施策により
装置の開発とともに、必
要な分子プローブの開
発等も可能となる。

5606

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

ロシアのキエフでの数
学教育をみれば、この
プログラムが国の施策
として必須であることは
明らかである。

アジアで中国に負けて2
位となった日本の先端
研究のリードを取り戻す
ために不可欠である。
世界をリードできる数学
や物理の理論研究者が
大幅に減った日本をど
うするのか。このままで
はサイエンス全体が衰
退しかねない。そのた
めの予算を惜しむべき
ではない。

文部 免疫・アレル このまま

スギ花粉症ワクチンの
開発は、国が本腰を入
れなくて誰がやるという
課題です。 
スギ花粉症は日本政府
の方針が生んだ（林野
庁だけの問題ではなく、
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5607
民間
企業

40～
49歳

科学
省

24125

ギー科学総
合研究事業

推進す
べき

スギ花粉症ワクチンの
開発を遂行してほしい。

日本の外交政策から始
まる一連の方針が生ん
だ）病気です。途中で投
げ出すことなく、責任を
持ってワクチンの開発
を実現までもっていって
いただきたいと強く願い
ます。

5608

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

アレルギーやリウマチ
に苦しんでいる患者は
とても多いので、基礎・
臨床医学的な研究をよ
り効率的に推進するべ
きである。

現在は、理研や国立研
究所、大学で乱立して
研究が行われている。
迅速に成果を出して研
究を進めるためには、
テーマごとに集中させて
常に成果を評価システ
ムをつくり、この施策故
(患者多数）、もっと研究
の進み度をスピードアッ
プさせ、現実に直結させ
る必要があると思う。

5609

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症のワクチンを早く
使えるようにして欲し
い。

家族が花粉症で困って
おります。理化学研究
所の免疫・アレルギー
総合科学研究センター
において開発中である
花粉症ワクチンが早く
実用化されるよう、開発
研究を推進してもらいた
い。

5610

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138

Ｂファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Ｂファクトリーは小林・益
川理論の検証にとどま
らず種々の貴重なデー
タを提供してきたことは
周知の事実であるが、
実験の精密化に伴いそ
のルミノシチィーを飛躍
的に増大し、データ取
得に必要とされる時間
の軽減を図ることが実
験を現実的なものとす
るために不可欠であり、
高度化を推進してスー
パーKEKBを一日も早く
完成し、この分野の研
究の更なる進展を図る
べきである。

素粒子反応のような基
礎物理学は一見現実の
世界とは関係が無い様
に受け止められがちで
有るが、こうした地味な
研究が将来の人類の繁
栄にとって基礎となって
いることは過去の歴史
をさかのぼれば自明の
ことである。また、実用
的な価値を外れても基
本的な自然界の認識を
深めることに対するわ
が国の役割を明示でき
ることは軍事力に依ら
ずに世界をリードするわ
が国の世界貢献として
もきわめて重要な意義
を有すると考える。

5611

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

更に予算を増額して推
進すべき。

私自身も、海外での研
究経験で鍛えられた。
特に、海外で未踏分野
の研究に一定期間、集
中できることは、この上
ない人材育成機会でも
ある。
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5612

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「宇宙のしきいを下げ
る」ために重要な取り組
みであるので推進すべ
きである。改善が必要と
されるのは軌道投入能
力である。M-Vと比べて
劣っているため、M-Vの
後継とはいえないのが
現状である。M-Vに近
い能力を出せるような
検討を行うべき。

世界的にもM-Vが担っ
ていた領域の後継が不
足している現状がある。
軌道投入能力が増えれ
ば、ラグランジュ点L2へ
衛星を運ぶ等が可能と
なり、科学的に意義の
大きいミッション提案が
増える。

5613

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国が科学技術立国
を目指す上で、研究者
の研究活動を支える重
要な競争的資金であ
り、重点的に拡充すべ
きである。

他の先進諸国と比べて
も予算規模に見劣りが
することと、中国などア
ジア諸国にも負けつつ
ある現状がある。また、
大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は不可欠である。

5614

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

我が国の博士進学・取
得率は欧米だけでなく、
昨今では一部のアジア
の諸国にも負ける。
Global COE等の施策は
それを是正するのに役
立ってきたが、もうすぐ
プログラムの終焉を迎
える。本プログラムはさ
らに博士の教育にター
ゲットを絞っており、好
ましい。

各種統計から我が国の
博士レベルの人材、特
にナノ・バイオ・情報な
ど、次世代の我が国の
競争力をになう分野に
おける不足が指摘され
ている。一方、我が国の
高等教育への投資額は
先進国で最低レベルで
あることも指摘されてい
る。イノベーションはま
んべんない教育からで
はなく、一部の高レベル
の人材が起こすことは
歴史的な事実であり、
そのような博士レベル
の人材を集中的に育成
するプログラムは我が
国の将来の為には不可
欠であり、かつ大学のフ
レームワークを活用す
るので、コストも低く抑
えられる。

5615

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

5616
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学研
究総合事業

改善・見
直しをし
た上で推

私は、幼いころからアト
ピーを発症し、今も直る
ことなく常に 
悩まされている状況で

アレルギーの一種であ
ると考えられている 
アトピー性皮膚炎を改
善するためにも、アレル
ギーに関する 
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進すべき す。 研究を押し進めてほし
いから。

5617
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症をなんとかして
欲しい。

毎年春が花粉症シーズ
ンと呼ばれるようになっ
て久しい。政府は何の
手も打っていない。理研
でやっているならば、応
援してやらせるべきであ
る。

5618

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

この計画は、世界的に
も希求されている計画
であり、日本がその実
力を世界に示せる最も
的確な計画と考えま
す。

事実、刻々と各国より同
計画への共同研究の要
望が寄せられていま
す。

5619

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24104

ナノテクノロ
ジーを活用し
た環境技術
開発

このまま
推進す
べき

更に予算を増額して推
進すべき。ナノテクノロ
ジーの基礎と材料研究
は、圧倒的に予算が少
ない日本が、アメリカよ
りリードしている国とし
て宝とも言える分野。予
算の3倍増もあり得るだ
ろう。

ここで日本が海外に負
けたら、この先50年は
科学技術立国は空論に
なってしまうであろう。
今、予算を倍増して注
入をしないと手遅れに
なり、2年で中国に負け
るであろう。

5620
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

ぜひ進めてほしい。

地味だがやっと一定の
軌道に乗ってきたH-?
A、H-?Bの維持向上の
ためにはぜひ必要と思
う。こうした基本的な輸
送手段があって初めて
独自の衛星や探査が成
り立つ。 
ここの主題とは違うかも
しれないが、LNG推進
系もぜひもっと推進した
い。

5621

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本が「科学技術創造
立国」を目指す上で、基
礎科学の継続的な振興
が不可欠である。とりわ
けその実験分野では、
科学的重要性の高い研
究ほど大規模な設備や
人的資源が必要とな
り、国策としての推進が
必要と考える。Bファクト
リー加速器の高度化
は、是非とも優先的に
推進されるべき施策で
あると考える。

素粒子物理学は基礎科
学の最たる分野であり、
その実験には大規模な
設備と人的資源を必要
とする。それらが有効に
活用された結果、Bファ
クトリー加速器は世界
最高のビーム強度を誇
るに至り、世界的高水
準での研究をもたらし、
小林・益川両氏のノー
ベル賞受賞に結びつい
た。Bファクトリー加速器
の高度化により、この日
本の誇る設備的・人的
財産を継承し、発展させ
ることは、日本の科学
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技術行政において、非
常に有効かつ有意義な
投資と考える。

5622

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

国際会議の開催や外国
のトップ研究者との交流
は日本の科学技術戦略
に必須であり、拡充が
必要

大きな国際会議等がア
ジア各国で開催される
ようになり、特に分野を
特定しない国際会議や
交流事業等科学研究費
で開催てきないものに
ついて、国の支援が重
要。使い易いシステム、
状況に即応できる資金
が必要とされている。

5623
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学学部段階でトップ
の人材を育てるだけで
はなく、高校段階で理
数系の人材を底上げす
べきではないか。大学
だけでなく民間企業の
最先端技術を高校生に
紹介していく活動を行う
など産学官連携をすす
めてほしい。

多くの理数系人材が技
術立国を支えているの
で、人材強化のために
はトップを育てるだけで
なく、全体の底上げが
必要ではないか。高校
段階で文系と理数系が
分かれており転向する
学生は少ないので、高
校生に理数系に対する
魅力をアピールすること
は、理数系人材の底上
げに重要である。また、
学生に職業としての理
数系を意識してもらうこ
とで、積極的に理数系
を学習する人材を確保
できる。

5624
その
他

～19
歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

推進し、世界市場に通
用するロケットを打上げ
られるようにすべき。

ロケットとて商品であ
る。国内・国外から多く
の打上げを受注できて
はじめて成立する。現
状国内の衛星開発企業
とてコストパフォーマン
スの悪い日本のロケット
を選択しない。宇宙開
発市場の発展が見込ま
れる現在、国家として国
内の宇宙開発に関わる
民間企業を牽引する意
味でも、世界市場に通
用するロケットの整備を
奨励すべきである。

5625
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

・フォトニック
ネットワーク
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業に力を注ぐ
ことこそ将来的な雇用
対策になる。

光通信産業はこれから
の２１世紀の日本で最
も成長が見込める最も
重要なグリーンIT産業
だから。予算をカットし
ないでほしい。

ヒトゲノムの解析が進
み、糖尿病など色々な
疾患に関係する遺伝
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5626
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

子、SNPsが明らかにさ
れていると聞いていま
す。おそらくこの分野は
国際的な競争が激しい
分野であり、我が国もし
っかりとしたプロジェクト
で望まなければ、とうて
い諸外国に太刀打ちが
出来ないと思います。
是非、現在のプロジェク
トを推進すべきと考えま
す。

ゲノム医科学研究事業
の推進により、疾患の
原因の解明がすすみ新
たな治療法の開発が期
待される。さらにこのこ
とは医療経済的にも予
算の有効利用がはから
れるため。

5627

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費相当予算につい
て、日本は科学先進国
の中で最低である。大
学教員も研究者も、必
死で成果を生み出して
おり、100万円辺りの研
究業績は、東大を除け
ば、世界のトップレベル
である。そのため、地方
大学などの基礎研究の
研究者に予算注入し、
科学技術立国の基盤の
崩壊を防ぎ、新産業を
生み出し、世界の教科
書を書ける日本にする
ため、科研費はこの先4
年で倍増すべきであ
る。

ここで日本が海外に負
けたら、この先50年は
科学技術立国は空論に
なってしまうであろう。
今、予算を倍増して注
入をしないと手遅れに
なり、2年で中国に負け
るであろう。

5628

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

科学に国境はない。自
然は境界を作らない。
我が国の科学技術が世
界最高位を目指すため
には、多様な国際協力
が必要である。本施策
で言う「(1)戦略的国際
科学技術協力推進」は
対等関係を築ける先進
諸国との協力に、「(2)地
球規模課題対応国際科
学技術協力」は日本か
ら協力が必要な諸国と
の連携に、それぞれ必
要である。ただし(1)と(2)
の切分けには注意が必
要である。たとえば、中
国は(2)ではなく(1)のパ
ートナーであろう。

外国（特にアジア）を訪
問するにつれ、我が国
が「日本製品」を通じて
諸外国にもたらした便
益と、それによって勝ち
得てきた信頼をひしひし
と感じる。しかしずっと
それだけではダメだろ
う。今後は「科学技術」
を通じて日本のソフトパ
ワーを発揮すべきだ。ま
た、科学は本質的に国
際性が高い。またイノベ
ーションはどこに現れる
かわからない。我が国
の科学技術政策も、国
際的なネットワークを広
く張って、待ち構えてお
かなければ成功はおぼ
つかない。本施策は非
常に重要である。

数物連携研究機構
(IPMU)は、日本が世界

素粒子物理学分野は、
日本がノーベル物理学
賞を多数受賞した重点
的に研究が必要な分野
だと思います。 
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5629
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

に誇れる数少ない研究
施設だと思います。 
是非、予算を縮減する
ことなく、むしろ規模を
維持・拡大する方向で
是非お願いします。

直ぐには結果に繋がら
ないかもしれませんが、
今からIPMUの様な研究
施設で世界的な研究者
を育成する事が、何十
年か先のノーベル賞・
ひいては日本の科学技
術を維持する為にも必
須だと思います。

5630

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

世界最高性能の放射光
施設及びそれを利用し
た様々な研究は世界中
の注目を集めており、
引き続き推進すべきで
ある。

SPring-8の様な大型加
速器施設は、企業等の
研究施設とは異なり、
基礎研究や、短期的に
は経済的利益には結び
つかない研究など、
様々な研究成果をあげ
ながら科学技術の基盤
を着実に固めていくとい
う点で有意義な施設で
ある。この様な施設は
先進科学技術立国であ
る我が国が責任を持っ
て推進すべきである。
先の事業仕分けに見ら
れた、利用料の徴収や
利用料により採算を、と
いう議論は本質を見誤
っていると思われる。

5631

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

陽子から生成される
様々な粒子の科学応用
の場であり、基礎科物
理学法則の発見から産
業応用まで幅広い研究
が推進できるから。

特に、J-PARKのT2K実
験は世界的に競争の激
しい分野で、そのデータ
収集、解析は急務で
す。また、中性子の産
業応用には数々のテー
マがあり、こんご新たな
産業の展開が期待でき
るからです。

5632

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25001

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究費予算の増額が必
要。

予算が少ないと審査員
は冒険心のある研究内
容を採用せず、ありきた
りの研究テーマのもの
を採用するようになると
思う。 
世界をリードするために
は柔軟な発想の研究を
採用する必要がある。 
そのためには審査員の
意識と、予算の増額が
必要と考える。

5633
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

細胞の研究は重要であ
る。ますます、個々の細
胞の理解が必要であ
る。大型基盤を活用し、
どんどん研究を進めて
欲しい。

ナショナル研究基盤を
中心にすえ、利用者と
基盤でともに成長してい
くという、新しい研究スタ
イルを日本に構築する
優れたプログラムであ
り、是非、成功させて欲
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しい。

5634

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

意見： 
○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登 
龍門となっており、大幅
な拡充は必要である。 

その理由： 
 
○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

5635
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

基礎研究や創薬の研究
基盤の一つであるバイ
オリソースは一大学・一
企業では整備出来ない
ものであり、国の施策と
して推進すべきである。

バイオリソースはライフ
サイエンス研究には不
可欠なものである。この
プロジェクトが一元管理
していることを高く評価
するものであり、研究に
大いに役立っている。

5636
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

国民病とも言える花粉
症にかかる人は年々増
加の一途を辿っている。
私自身も患者の一人で
あり、特に春と秋はとて
も体調が悪い。このよう
な人は他にもたくさんい
ると思う。花粉症の時期
は、きっと仕事の効率も
大きく低下していると考
えられる。これが改善す
るだけで、一人ひとりの
生産性向上につなが
り、経済効果はとても大
きいと考えられる。

花粉症をはじめとする
いろいろなアレルギー
疾患は年々増加の一途
を辿っている。これに対
する研究を行うことは非
常に意味のあることで、
これに積極的・主体的
に取り組んでいる研究
機関には、優先的に資
源配分を行うべきであ
る。何を目的として税金
を使っているのか良く分
からない事業が多い中
で、最終的なリードアウ
トが明確な事業は継続
すべきである。特に研
究に関する事業は、利
益に即つながるもので
はないだけに、国家主
導で戦略的に行うべき
課題とも考えられる。

1996年、世界のスーパ
ーコンピューティングに
おける我が国のインフ
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5637

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

エクサフロップスに向
け、我が国のハイパフォ
ーマンスコンピューティ
ングのインフラ強化は
必須であり、強い意志
を持って継続すべき。

ラシェアは30%だったの
が、今や3%に落ちてい
る。その主たる原因とし
てて、きちんとしたイン
フラに対するポリシーや
技術がないままに全国
の研究機関や大学にバ
ラバラにスパコンを調達
させてきた事が大きい。
欧米は2018年エクサフ
ロップスに向けてさらに
投資を増しており、この
差は益々広がり、危機
的状況をもたらす。HPC
対するオールジャパン
的なインフラを統一的に
計画することにより、こ
の差を少しでも縮めるこ
とが可能となる。

5638
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症研究を推進し、
根本治療法を開発する
ために、政府は大いに
支援して欲しい。

花粉症による患者の増
大で、経済損失は計り
知れないものが有ると
いう。雇用対策も重要だ
が、花粉症による経済
損失効果を軽減するこ
とも日本経済を活性化
する重要な要素。

5639
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

推進す
べきでは
ない

問題が発生した場合に
リカバリーができない以
上、リスクが高すぎるの
で、推進すべきではな
い。

2010年現在の「人類の」
科学力は核のエネルギ
ーや、それが与える周
辺環境への影響がどの
ようなものなのかの理
解が未熟であるように
思います。 
である以上、エネルギ
ー開発の観点からしか
考えていないプロジェク
トの推進はいったん停
止しても良いのではな
いでしょうか。 
今必要なのはより基礎
的な科学力の向上と、
省エネ技術の開発だと
思います。 
なお、継続的な情報収
集は必要だと思いま
す。 

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ このまま

できるだけ早く，スパコ
ンの開発ならびに利用
法について，全体像を
まとめ，プロジェクトを推
進していく必要性がある
と思います。このままで
は，スパコンを利用した
シミュレーション研究で
の国際競争力がますま

スパコン開発に関して
は，昨年の事業仕分け
でも大きな話題になり，
見直しについての議論
も進められているものと
思います。さらなる計画
の変更は，現場で作業
する若手研究者に，大
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5640

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24174

ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

推進す
べき

す低くなるのではない
かと危惧しています。強
いリーダーシップの下，
日本のシミュレーション
研究の拠点として十分
に機能する組織体制を
確立するため，十分な
予算配分をしていただく
ことを希望します。

きな混乱を招き，内容
の充実した成果を出す
ことが困難になることが
予想されます。可能な
限り早い段階で，明確
な指針を打ち出すこと
が必要だと考えていま
す。

5641

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、 
研究者が応募しやすい
研究資金である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

5642

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学の施設は外国
の大学と比べて非常に
見劣りがする。 
研究機器を購入する予
算は競争資金から得ら
れるが、基本的な実験
室の整備に関わる交付
金は減少の一途をたど
っており、間接経費も大
学の運営に使われてし
まうので、実験台や流し
台、学生の勉強机や椅
子を購入するのにも大
変な苦労が必要な現状
がある。 

国内の優秀な学生の勉
学・研究意欲を失わせ
る要因となっている。 
トップクラスの留学生を
獲得する上でも不可
欠。 
法人化後、学長の裁量
で施設整備の優先度が
決まるようになって、非
常に施設整備が進み難
い分野も生じている。

がん特定領域が無くな
った後、日本のがん研
究に対する新しい研究
資金の枠組みをしてが
ん研究者から期待の大
きい「次世代がん研究
推進プロジェクト」は、再
生医療の推進・感染症
研究などと共に、今回
の目玉といって良い重

がんの基礎研究が、細
胞増殖やがんという病
気の理解や治療診断予
防に役立つことは明ら
かであろう。大学院時
代から３０年近くがんの
シグナル伝達研究を行
っていた私自身の経験
から、細胞生物学やゲ
ノム研究あるいはその
他の分子生物学など他
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5643

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

要な施策である。基礎
研究から良いシーズを
多数生み出すこととより
シーズを橋渡しの直前
までもっていくという２点
に焦点を絞った設計も
合理的であろう。このプ
ロジェクトに直接関わら
ないがん研究者にとっ
ても、研究領域全体へ
の資金と機会が得られ
ることは意義が大きい。
また、基礎研究から患
者さんのため、あるいは
予防に繋がるというメデ
ィカルイノベーションの
点で、国民全体へのメリ
ット、産業界（輸出系と
内需拡大）にも良い方
策であろう。

の領域への強い影響は
まだ２０年の単位で続く
と考えられる。また、４
年前まで１２年間アメリ
カの癌研究所に勤務し
た経験から言うと、バイ
オ・医学研究で外から
見た日本の強みのある
ところは、「がん研究」、
「免疫」、「脳神経」が特
に進んでいると思われ
たし、周辺の外人もそ
のように理解していたと
思う。TRが弱いというの
も一致した意見だった
が。強みを続行し、弱い
が捨てるわけに行かな
い所を強化するというの
がこの施策の特徴と思
われる。 

5644

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

補助金を拡充し，比較
的小規模な研究(若手
研究B,基盤研究C)の採
択率をより一層の向上
することを期待します．

運営費交付金が削減さ
れているため，科研費
等の競争的資金なしに
は研究室の運営が困難
な状況です．ライフ・グ
リーンイノベーション等
の大型プロジェクトのみ
でなく，小規模な研究室
の運営にも配慮され，
研究の多様性を損なわ
ないよう，科研費の拡
充を要望いたします．

5645

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

エネルギー政策は各国
が推し進める重要な政
策のひとつである。その
中でも原子力分野は日
本が長年研究活動を続
け国際的な強みもあり、
また環境問題を考える
上でも必要不可欠かつ
重要な技術であるとい
える。現状の技術だけ
にとらわれず、新技術
に対して野心的に研究
活動を深めていくことこ
そが、人々の近い未来
のよりよい生活に直結
し、またエネルギー産業
の世界的な主導権を保
持することにもなる。学
問の単なる一分野、研
究対象に止まらず、応
用や実用を常に視野に
入れながらの研究開発

原子力発電所の建設が
各国で進められ、原子
力に対する期待が全世
界規模で高まっている
現在だからこそ、これま
で通り継続した研究開
発をする必要がある。ま
た文部科学省と経済産
業省との連携が十分取
れれば、学問と経済活
動の両面から日本の重
要な強みとなり得ると考
えられるため。日本単
独でなく、フランスやア
メリカといった各国との
協力体制で臨む姿勢も
評価することができ、今
後も世界の先端で研究
活動が進められ続ける
ことを強く期待すること
ができるため。実用化を
見据えた技術開発は、
実利上の観点からも基
礎科学にも増して重要
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はこのまま進められる
べきである。門外漢の
私から見ても、技術立
国である日本として重
点化されるべき柱であ
る。

であり、費用のみで判
断されるべきものでは
ない。国民の関心も非
常に高く、安全性への
注意に十分配慮すれ
ば、研究開発の継続に
対する同意を得ることも
できるから。

5646

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

実験用動植物等の生物
資源は、多くの研究者
たちの長期間の努力の
結果として獲得した資
産であり、今後の新興
国との研究競争におい
て、我が国のライフサイ
エンス研究の優位性を
維持するためにたいへ
ん重要なものです。

近年の基礎科学に対す
る研究費の減額が背景
としてあり、個々の研究
者では生物資源を維持
できない状況が生じて
います。このような時こ
そ、国家レベルでのリソ
ース事業の充実が必要
です。

5647

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
活動支援事
業

このまま
推進す
べき

出産育児の時期の女性
研究者の活動について
は特に手当される必要
がある。

育児出産期の女性は特
に負担が大きいため。

5648

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

重粒子線によるがん治
療は肺がんは1週間以
内で治療が修了し、肝
がん等も他の治療法に
に比して短期間に治療
が可能であり、身体に
対する負担も少なく、世
界的にも注目されてい
る。こうした治療法の有
効性を広く一般に周知
すると共にその治療の
可能性を拡大するた
め、広範な普及を図る
ことが重要と考える。患
者の負担を軽減するた
め、高度先進医療の患
者負担に関する軽減も
検討を進めるべきと考
える。

重粒子線によるがん治
療はわが国が世界に先
駆けてHIMACという専
用機による治療を定着
させ、その有用性を示し
たものであり、現在ヨー
ロッパではその有用性
に着目して複数の施設
が稼動乃至は稼動に向
けての整備が進められ
つつある。こうした治療
により従来見放されて
きた患者さんが命を救
われ社会復帰した例を
多数見てきており、その
恩恵を一人でも多くの
患者さんに享受してい
ただくため、こうした治
療法の広範な普及を早
急に推進すべきと考え
る。経済力による差別
化の軽減のため患者負
担についても検討を進
めるべきと考える。

5649

小・
中・高

40～
49歳

文部
科学

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す

世界最大級、最先端の
電波天文観測計画であ
り、計画の円滑な実施

ALMAの完全実施によ
り、人類の知見は未踏
領域に拡大する。それ
は、この分野において
世界をリードすることを
意味し、国民の科学へ
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校 省 べき を望む。 の関心を高めるとともに
愛国心を醸成する。ま
た人類の共有する知へ
の大きな貢献となる。

5650

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学へのインフラ
投資は次世代の人材育
成のために最も効率の
良い投資であり、是非
拡充すべき。

国立大学は100年以上
の歴史を誇る教育機関
というだけでなく、我が
国の産業の原動力とな
る数々の研究成果をき
わめて安価にもたらして
きた。その理由は拡充
したナショナルインフラ
としての役割が大きい 
一方研究の進歩の度合
は激しく、特にアジアの
追い上げが著しい。継
続的な施設更新がない
と研究教育における世
界ランクは急激に低下
する 
逆に将来にわたる投資
先としては大変効率が
良い。

5651

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本が「科学技術創造
立国」を目指す上で、基
礎科学の継続的な振興
が不可欠である。とりわ
けその実験分野では、
科学的重要性の高い研
究ほど大規模な設備や
人的資源が必要とな
り、国策としての推進が
必要と考える。J-PARC
は、優先的に推進され
るべき施策であると考
える。

素粒子物理学は基礎科
学の最たる分野であり、
その実験には大規模な
設備と人的資源を必要
とする。J-PARCは、日
本がこれまで世界をリ
ードしてきたニュートリノ
振動実験を始め、陽子
加速器から発生する多
彩な二次粒子を用いた
新しい研究手段を提供
する世界最高レベルの
実験施設である。世界
に誇る加速器を用いて
日本の基礎科学を推進
することは、日本の科学
技術行政において、非
常に有効かつ有意義な
投資と考える。

5652
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

アルマ計画を、これまで
以上に力を入れて推進
すべきである。

アルマ計画の推進は、
科学的知見の飛躍的増
大を招くことが確実であ
る。人類と宇宙の歴史
にかかわることであり、
国際プロジェクトとして
実施されることの意義と
付帯的価値も大である
から。

現組織であるSeleteは
45nm世代を狙いとした
半導体研究開発の国内
拠点であった。その成
果は、20世紀後半に弱

半導体は、現社会の最
重要な産業の米であ
る。20世紀後半は
DRAM製造の堅調を受
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5653

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

体した半導体企業に新
たな戦略と目標を定
め、最近では、徐々に
それぞれの棲み分けの
中で活路を見出しつつ
ある。半導体産業は20
年前に比べ、ますます
の微細化、Si大口径
化、さらには、生産性の
向上が望まれている。
最近では後発の韓国企
業、台湾企業の後塵を
排する状況になり、今
後の20nm世代では、日
本が世界に発信した極
端紫外線露光技術を実
現させ、再度、半導体
王国の復活を期すこと
が、国家にとって最重
要課題と考える。このた
め、さらなる、技術確立
を図り、隣国との差別化
を図るためにも、Selete
の継続を望む。

け、日本が世界1の輸
出国であった。しかし、
真似されやすい技術で
あるが故、また、装置産
業のため、隣国に追い
つかれ、追い越されてし
まった。しかしながら、
家電製品、自動車、携
帯電話にいたるさまざ
まな分野で必要不可欠
な部品であり、今後の
先端デバイスに特化し
た開発に重点化を移せ
ば、日本復活の活路が
見出せる。国内企業1社
ではとても開発できない
ほどの技術であり、しか
しながら、極端紫外線リ
ソグラフィーが今後の究
極の半導体加工技術で
あることから、あと少し
の支援で、すべてを取
ることが可能と考える。

5654
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症で悩める多くの
国民のために、花粉症
を治す薬を開発して欲
しい

現在は対症療法しかな
いが、根本治療法を開
発して欲しい

5655

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派 
遣事業

このまま
推進す
べき

アジアや他の国との交
流はもちろんではある
が、特に欧米諸国のトッ
プレベルの大学や研究
機関に積極的に派遣
し、そうした中で活躍で
きる日本人を増やして
いく事が学術的、文化
的分野での日本人の世
界的な地位を向上させ
ていく事につながると考
えられる。よって積極的
にこうした事業を進め、
日本の学術界の国際化
を目指すことがきわめ
て重要である。

現在日本の大学院レベ
ルに置いても学会など
でなんのためらいもなく
国際的な場に踏み込ん
でゆける者はかなり限
られているのが現状で
あるように思う。言葉の
壁はもちろんではある
が、それ以上に国際的
な学術の場に慣れてい
ない事がそうした日本
人研究者（候補）の欠点
となっているように思
う。そのような機会を増
やし、国際的な空気を
日本に取り込んでいく
事は実際に海外に行っ
た者だけではなく日本
の研究者全体によい影
響を与えるきっかけに
なり得ると考える。そう
した理由から、この事業
は是非推進すべき施策
であると思われる。

J-PARCは世界最先端
の科学を推進しており、
日本の科学技術が世界
のトップであるために必

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学は発展途上
であり、超低速ミュオ
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5656
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（Ｊ－ＰＡＲＣ）

このまま
推進す
べき

要不可欠であります。ま
た、環境問題の解決、
材料科学の更なる展
開、生命科学の発展、
基礎物理学研究などは
人類の発展のためにも
益々、重要度が増して
います。また、アジアで
随一の加速器を日本で
発展させる事は、世界
の有能な科学者との交
流を深めるためにも重
要だと考えられます。 

ン、物性研究、基礎物
理研究、新エネルギー
開発など他の手法では
到達できない新たな分
野を開拓する事が可能
です。 
まだ、科学分野としては
未完成の分野ではある
と同時に人類未踏の領
域に到達できる可能性
を持つミュオン科学に科
学大国日本からの支援
をお願いいたします。 

5657

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

学生が研究者を目指す
上で無くてはならない制
度であり、拡充が必要。

日本の資源は人であ
り、優秀な若者が理系・
文系の研究者に進まな
いと、産業の発展も望
めない。

5658

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

 エネルギー問題は世
界にとって重要な問題
である。 
人類の英知を集めて、
次世代のエネルギー源
である核融合発電を科
学的に実証する為に、
世界のトップを走る我が
国の核融合研究者を結
集し、全力でITERに立
ち向かうべきである。 

 太陽光発電、風力発
電のみで化石燃料の枯
渇を補うことは難しい。
もちろん原子力発電は
有用だが、軽水炉では
燃料の枯渇が１００年程
度で起きることが予測さ
れている。だが高速増
殖炉の開発には、核不
拡散問題という政治問
題が関係するため単純
な問題ではない。その
ため、軽水炉による発
電が終了する前に、是
非とも核融合発電を実
証する必要がある。 
 また、従来、日本原子
力研究開発機構が我が
国のITER開発を担って
きたが、2010年７月から
は核融合科学研究所の
元所長である本島氏が
ITER機構長になり、オ
ールジャパン体制が整
った。機は熟したと見る
べきであろう。

5659
その
他

～19
歳

文部
科学
省

24003

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「海洋資
源・エネルギ
ーの探査・活
用技術の研

このまま
推進す
べき

資源の探査、海洋探査
技術の向上、ともに推
進すべきである。

我が国の海洋資源を正
しく把握し、それを有効
活用できるような技術を
持つことは重要である。
たとえ貴重な資源が発
見されても、採取にか
かるコストが資源の価
値を上回ってしまっては
意味が無い。積極的に
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究開発」 技術開発を行ない革新
的な技術が生み出され
るよう支援したい。

5660

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27009

密閉型植物
工場を活用し
た遺伝子組
換え植物も
のづくり実証
研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

対象を医薬品原料・ワ
クチン・機能性食品以
外に変更すべき。有用
物質生産にこだわるべ
きではない。

対象としてあげている
医薬品原料・ワクチン・
機能性食品は他の系に
比べて実用化に乏しく
精製コスト・安全性確認
まで考慮すると有利性
に欠ける。せっかくの高
度技術は、食品そのも
のを目指した組換え植
物自体を生産する方法
の確立やその応用に注
力すべき。 

5661
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

アジアを中心に外国か
らのお客さまをサービス
産業が受け入れるため
には、一般会話レベル
の音声翻訳技術が必要
であり、本施策の推進
に賛成する。

ビジットジャパン、医療
ツーリズムなどの外国
人を相手にしたサービ
ス業は、これからの重
要な産業である。その
ためには、外国人との
言語による会話が不可
欠である。ビジネスの初
期段階では、英語の話
せる富裕層が対象とな
るが、次の段階では中
国語をはじめアジアの
言語に対応する必要が
あり、そのためには複
数の言語に対応できる
翻訳技術が不可欠であ
る。

5662

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

この施策を通じて、博士
課程修了後の若手研究
者が安心して活躍でき
るような職とその職の採
用数を増やしてほしい。

博士課程の学生を増や
すような施策（24012）も
行うのであれば、博士
課程（後期）修了後の職
の確保についてももっと
きちんと取り組んでほし
いと日々感じているた
め。

5663
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

H2aの高度化は、国際
競争力を高めるために
も、より安価に機材を打
ち上げるためにも必要
である。

H2a-f18の成功で、成功
率はおよそ95%にまで上
がった。これは国際的
な基幹ロケットとして十
分に評価されるべき数
字である。しかし、設計
時点からの時間経過の
ため部品の枯渇がみら
れ、2段目エンジンの再
燃焼ができないため複
数軌道への機材投入が
難しい。ここで再開発を
行うことで国際競争力を
高め、より安価に宇宙
利用ができるようにな
る。
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5664

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

欧米では資格化されて
いるリサーチアドミニス
トレーターの育成事業
は、現在研究・教育など
の本務以外のいわゆる
｢雑用」に取られる時間
が増えすぎている実情
から、大変重要である。

大学や研究所の一般職
員は、昔風のジェネラリ
スト的公務員の立場な
ので、２-３年での人事
異動もあり、専門的知
識や経験がついたとこ
ろで変わってしまう。そ
のシステムは独法化以
後も変化しなかった。そ
の体制変化をサポート
するためにもこの施策
は重要。

5665

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

国立大学・研究機関の
高度設備を民間が利用
するのは、我が国の産
業の発展および高度研
究成果の民間転用、さ
らには産官学連携に非
常に多くの好影響をも
たらしており、是非推進
すべきである。

本プログラムは投資効
率が大変良い；民間企
業にはない種々の設備
が国立研究機関の基礎
研究だけでなく、民間が
直接ライブにそれを活
用することによって、設
備の利用ノウハウを含
む高度研究自身が民間
転用される度合いが著
しく加速されるという現
象が起きている。つま
り、イノベーションを促
進する効果が強く出て
おり、その点他のプログ
ラムに対し投資効率が
大変高いと考える。

5666

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

今後、科学技術研究に
おいてはますます巨大
なスパコン等の設備の
整備が重要となる。こう
した施設を大学等の拠
点において集中的に整
備し、その運用ノウハウ
等をその拠点に蓄積す
ることは非常に重要で
ある。以上に鑑みて、現
状維持、もしくは予算の
増額を要望する。

国際的な，科学技術に
おける競争に打ち勝つ
ためには、研究のインフ
ラ、ノウハウの蓄積、整
備が非常に重要であ
る。そうしたインフラ、ノ
ウハウ無しで先端的な
研究を行うことは多様な
分野でどんどん困難に
なってきている。そうし
た状況を考えるに、研
究インフラに投資するこ
とは非常に重要であ
る。

5667

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

あらゆる分野の研究を
進める上で、その実現
を支える経済的な基盤
として重要である。

日本がこれまで以上に
高い水準で研究をし、
技術を磨き、成果を上
げるためには、研究活
動に対する潤沢な経済
的支援を受ける必要が
あるため。

大学・
公的
研究 文部 このまま

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す 
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募 大学等の研究費が減少
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5668

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24133
科学研究費
補助金

推進す
べき

しやすい研究資金であ
る。さらに新しい研究の
芽を育てるためには、
採択率を上げて、多くの
研究者を支援する必要
がある。 

するなかで、公的な研
究資金による研究支 
援は是非必要である。

5669

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学院の改組を行うな
どして、積極的に大学
院機能を強化しようとし
ている大学、特に学生
が集まり難い地方大学
に重点的に配備し、全
国レベルで優秀な学生
を輩出できるシステムと
する。

不況で親の収入が減り
大学院進学をあきらめ
る学生もいる中で、積極
的な支援が必要。また、
国際社会で活躍出来る
人材を育成する上で、
外国留学制度の充実
や、国際共同研究への
参画などを経験させる
のに必要な資金が根本
的に不足している。

5670

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫・アレルギーの分
野はまだまだ未解決の
領域が多く、今後も研
究の推進が必要

免疫・アレルギーは新
聞などでもその機序や
新たな治療法が生み出
されつつありますが、新
たに解明される領域が
増えるほど治療法に選
択の幅が広がります。
臓器移植では免疫抑制
剤の内服が長期に必要
になりますが、それは体
全体の免疫力を低下さ
せるものです。研究が
進めばターゲットを絞っ
た薬剤も使用できるよう
になるかもしれません。
そうなれば移植を受け
た患者さんも生活がも
っと楽になると思われま
す。

5671
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27134

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（石油
化学品の革
新的製造プ
ロセス基盤
の開発）

このまま
推進す
べき

従来の蒸留分離に変わ
る膜分離は、化学産業
会で利用されるエネル
ギーを劇的に削減でき
る現在考えられる有力
な方法であり、本施策
の一層の進展に期待す
る。

化学プロセスにおける
省エネルギー化の努力
は、日本が海外に先行
して来た分野である。近
年の中東、中国、インド
などの新しい化学プラン
トではその成果を導入
しつつある。日本の化
学産業が持続的な競争
力を維持する為には、
新しい技術の開発は不
可欠である。膜分離法
は、従来の蒸留法に替
わり得る劇的な省エネ
ルギー化を達成する有
力な方法と考えられ、産
官学の共同体制により
実用化まで想定した本
施策の重要性は高い。

タンパク質の機能、遺
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5672
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

伝子制御、シグナル伝
達、代謝制御、細胞機
能などは全て、生命現
象解明の基本要素であ
る。これらを解析するこ
とはライフサイエンス研
究推進に必須である。
日本が世界のライフサ
イエンス研究の中心に
なるべく、本施策を強力
に推進すべきである。

本施策の一つであるタ
ーゲットタンパク研究で
はすでに有用な成果が
得られている。基礎研
究や創薬に大いに役立
っているのでこの研究
を継続すべきである。

5673

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要である。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

5674

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24120
再生医療の
実現化プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

難病・生活習慣病に対
し，これまでの医療を根
本的に変革する可能性
のある細胞移植・細胞
治療等による再生医療
を実現化するために
は，各種の規制等（薬
事法・ヒト幹細胞を用い
る臨床研究に関する指
針等）を見据え，前臨床
研究から臨床研究まで
一貫した長期的な研究
開発が必要だが，現在
では学術機関の研究成
果と医薬・医療技術の
実用化の間には大きな
ギャップが存在している
ため，短期間で成果を
求めるのではなく，長期
間（１０～１５年間），研
究開発を支援・橋渡し
再生医療を実現化させ
る必要がある。

現在，iPS細胞等に関す
る研究は，米国をはじ
め様々な国の研究者や
企業が参入し，米国ジ
ェロン社によるES細胞
を用いた治療の臨床試
験が開始されるなど，
世界的な競争が激化し
ている。このような状況
の下，世界でも比類な
き高齢化社会を迎えて
いる我が国において，
国民が健康で快適な生
活を送るためには，細
胞移植等のこれまでの
医療を根本的に変革す
る可能性を有するiPS細
胞等による再生医療を
実現し，患者のQOLと
国民福祉の向上に資す
るよう，国が研究開発を
もっと積極的に推進して
いくことが不可欠であ
る。

5675

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

このまま、世界と伍する
競争力を有する大学づ
くりのため、様々な分野
において、国際的に第
一級の力量を持つ研究
者等を育成することを
目的として、大学院（博
士課程（後期））専攻等
を対象に、国際的に卓
越した教育研究拠点を
形成する取組を支援す
べきである。また、事業
継続期間中にある41大

所属している大学では、
グローバルＣＯＥプログ
ラムが採択されており、
博士課程（後期）の学生
の研究活動の助けとな
っている。その結果、彼
らの研究活動の場が広
がっており、多くの講演
機会と、多くの研究者と
の交流の機会を持つこ
とができ、彼らの研究に
いい影響を与えている。
そのため、優れた若手
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学140拠点への確実な
財政支援を実施するべ
きである。

研究者の育成のために
も、この施策は必要で
ある。

5676

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト 

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業、特に酵母やショ
ウジョウバエといったモ
デル生物関連事業は、
生物学医学領域におけ
る我が国の科学的・技
術的優位を獲得維持す
る上で欠くことのできな
いスマートパワー事業
である。

世界中の研究者が日本
のNBRPに対し深い敬
意と謝意を持っており、
科学界での日本人の地
位向上に大きく貢献して
いる。

5677
その
他

～19
歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。

海は地球の表面の7割
を占め、それ故に地球
環境変化に対する寄与
は大きい。環境政策が
重視される近年、海洋
研究では世界をリード
する日本が、環境変動
の観測でもイニシアチブ
を発揮してほしい。

5678

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

新規の課題が5課題も
増えていながら、総枠
が昨年度よりも減少と
いうところが気になりま
す。全体を増額した上
で、女性研究者支援、
特に「女性研究者養成
システム改革加速(830
百万円)」をすくなくとも
倍額にしてください。加
速プログラムは12大学
にまで広がりましたが、
これからが勝負です。
女性研究者の能力を活
用することの重要性に
大学執行部が漸く前向
きになってきた段階で
す。今、スローダウンし
ては、全国的な盛り上
がりも消滅し、女性研究
者育成、特にリーダーを
育成しようとする流れは
消えてしまいます。女性
研究者自身の努力は勿
論ですが、それを生か
そう、育てようとする意
識を大学執行部が持つ
ことのほうがより重要
で、それを可能にする
制度（システム改革加
速）が担保されることは
更に重要です。

平成23年度個別施策ヒ
アリング資料（詳細な見
解付け）【文部科学省】
を拝見しました。女性研
究者支援事業の有効性
と波及効果は、JSTの
調査でも、男女共同参
画学協会連絡会の調査
（2010・8月）でも、大変
よく示されています。た
だし、人数を増やすこと
と同時に、上位職、ある
いは決定の場に女性が
増えることは更に重要
です。上位職、あるいは
決定の場に女性が増え
ることは、間違いなく女
性研究者全体の能力を
引き上げます。 
その意味でも、「女性研
究者養成システム改革
加速(830百万円)」の予
算額を少なくとも倍増さ
せていただきたいと思
います。女性研究リー
ダーを育成する施策は
今が剣が峰だと思いま
す。ここで、もう一歩、科
学技術振興調整費によ
る全国の大学の執行部
の後押しをしていただき
たいと思います。

私の関与する研究所で
のGCOEは２／３は学生
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5679

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院生への生活・研
究サポートと、グローバ
ルな研究推進、人財育
成という複数の目的を
現在の大学・研究所で
サポートする為の重要
な施策である。これが
減額あるいは、なくなる
と研究をあきらめる若
手人財が出てきてしま
う。削減をせず、このプ
ログラムの次のプログ
ラムも続行するべきだろ
う。

と若手支援に回ってい
る。これが削減あるい
は無くなった場合、大学
院へ進みなさいと勧め
ることすらできなくなる。
これではライフイノベー
ション推進とか言って
も、人手や将来の人財
が消滅してしまう危機感
を持っている。それは、
大学運営費交付金にも
おなじ。交付金の方は、
トップ大学以外の中堅
の国立大学に影響する
ので、どちらも必要であ
る。

5680
民間
企業

30～
39歳

その
他

0
領域-グリー
ンイノベーシ
ョン

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

環境対策を単なる予算
獲得の旗印にして旗振
りをしているだろう人々
が仕事の規模と影響を
理解しているのか不
明。 
環境技術の多くは用地
利用や技術展開・広報
機会の獲得を求めてい
るのであって、金額その
ものよりも第一に衆目を
求めており、その意味
で規制の緩和が必要。 
全く範囲と効能の見積
りその評価方法が記さ
れておらず、パブリック
コメントを求めるなら過
去の評価結果とその評
価方法の公開なりを求
める。

グリーン・イノベーション
なる言葉が散見される
が、省エネルギーと二
酸化炭素削減/廃棄物
削減と環境低負荷や高
効率化・安定化は必ず
しも同一のものではな
い。環境問題を理解し
た人々の領域分野とは
思いにくい。 
すべてを混同しても全く
評価できないし、仮に京
都議定書レベルの公約
を目標という内容であ
れば全く無意味。 
火力発電所全廃して原
子力発電に置換すると
いう方法が一番コストエ
フェクティブネスだから。

5681

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

ナノ材料の研究開発を
行う上で、超高圧電子
顕微鏡による観察（～
0.1nm）は必須であり、
国際誌への論文投稿に
おいてもその観察写真
のあることで非常に重
要となっている。

地方大学には、超高圧
電子顕微鏡はなく、本
ナノテクノロジー・ネット
ワークにより研究開発し
た材料の観察・評価が
できるとともに、安価に
行うことができるため。

5682
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき 日本の将来に関わる、

基礎研究や科学技術研
究を政府は推進してい
く立場にあり、科学研究
費はその財政的サポー
トのための最も重要な

資源に乏しい日本が世
界で生き残るために
は、基礎研究や科学技
術を他の国々よりも先
頭を切って進めていくべ
きである。科学研究費
はそういった研究の礎
となる重要なものであ
る。特に、すぐに、産業
とは直結しないが、100
年後くらいに、将来の新
しい技術となるような、
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設試
等）

項目のひとつであるの
で、ぜひ、このまま以上
に推進すべきである。

もしくは、日本の文化レ
ベルをいっそう引き上げ
て行くような基礎研究の
研究予算は、ほとんど
が科学研究費に依存す
るしかないシステムにな
っている。ぜひ、より推
進してほしい。

5683

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014 頭脳循環
このまま
推進す
べき

この制度は今年度発足
したが、ある程度の人
数の若手研究者を海外
に派遣できる非常に有
意義な制度である。

海外に武者修行に行く
若手研究者が減少して
いる中、このような制度
が充実すれば、よりフロ
ンティア精神を身につけ
た若者が増えることに
なる。

5684

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

構造解析と機能解析の
密接な連携により、医
薬の開発や食糧・環境
問題の解決につながる
基礎的な成果が生まれ
つつあること。さらに強
力に 
推進すべし 

国民の最大の関心事は
健康であり、本格的創
薬研究に取り組んでい
るこのプロジェクトは既
に製薬企業との共同研
究にも入っている実績
もあり、研究成果の国
民への還元の観点から
高く評価できる。増額し
てでも推進すべきであ
ると考える。

5685
民間
企業

60歳
～

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

エネルギー消費量削減
に資するグリーンICTの
実現に最重要技術と 
考える。

特にスマートメータシス
テムの確立による、電
気、ガス、水道等 
の無駄の削減、効率的
利用によるエネルギー
削減が大きく促進 
されると考える。

5686

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

真の国際化を進める為
に、海外での経験の多
い人材を増やすために
推進すべきである。

国際的な視野を持った
人材を育成するために
は、異なった言語・文
化・生活習慣を持つ
人々とと共に研究生活
を送ることが非常に重
要である。そのために
は、海外での経験を増
やす必要がある。

5687
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24101
21世紀気候
変動予測革
新プログラム

このまま
推進す
べき

温暖化予測研究をさら
に進めて頂きたいで
す。

将来の地球環境を正し
く予測することは必要で
す。

(2) 
・日本の石油産業自体
は縮小の傾向にある
が、世界的に見れば資
源獲得競争は激化して
いる。使用可能な石油

(2) 
・世界的に優れた資源
の活用技術は、間接
的、もしくは直接的に資
源確保に役に立つ場合
がある。国の補助事業
は、日本の高い技術力
を世界にアピールする
機会を与える点におい
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5688
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

このまま
推進す
べき

資源を広げる方法や有
効かつ効率的に利用す
る技術は、日本の石油
産業としては不可欠な
技術である。 
・日本全体の研究開発
力・技術競争力を疲弊
させないためにも、探索
的課題・長期的課題へ
の支援を期待したい。 

ても有効と考える。 
 
・企業では、目の前の
問題や喫緊の課題に対
しては、速やかな対応
を行う。それが競争力
の源泉ともなり、効率的
でもある。しかし、探索
的な研究や長期的な研
究課題については、国
の補助を受けながら出
ないと継続も推進もまま
ならないのではないか
と思われる。 

5689

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

先端加速器を用いた基
礎科学研究のためのRI
ビームファクトリー計画
を推進すべきである。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。 
この計画を一層推進す
ることで、日本が当分野
で世界を確実にリードで
きる。また、若手研究者
の活躍が期待できる。

5690

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24120
再生医療の
実現化プロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

再生医療の実現化は国
民が成果を期待してい
る項目の一つであるの
で、もっと推進するべき
である。

現在、エピゲノムに関す
る知見が急速に増加し
ている。エピゲノムの解
析は再生医療の実現化
にとって必須の項目で
あるのでもっと研究推
進するべきである。

5691
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177 j-parc
このまま
推進す
べき

J-PARC 
世界最高性能と聞いて
いますので、どんどん研
究をしてもらって色々な
結果を出す必要がある
と思います。 
また、ミュオンなどは、
国内で発明されたビー
ム発生技術らしく 
世界から注目されてい
ると思いますので、研究
結果を発表して世界一
のビームにしてほしいで
す。

今まで研究できなかっ
た事や今後の医療・平
和・生活に必要不可欠
な事がたくさん詰まった
研究センターと近隣住
民として考えています。
現状のビーム出力も
MAXでないと聞いており
ますし、将来にとってと
ても必要なセンターだと
思いますので、ここのま
ま推進すべきだと思い
ます。

5692 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

総務
省

20102
超高速エッジ
ノード技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

情報ネットワークは、今
後の日本の産業発展に
は欠かせない重要なイ
ンフラである。しかし、基
幹ネットワーク技術は
日々急速に進展してお
り、世界各国は基幹ネ
ットワークに関する研究
開発に大きなリソースを
投入してその進展を促
している。そのなかで

情報トラフィックはここ１
０年程度、年率40-50%
程度の増加率で指数関
数的に増大している。ま
た今後もその需要増動
向は継続すると多数の
機関が予測している。こ
のようななか、エッジノ
ードの経済的高速化
は、非常に重要なテー
マである。また、高速化
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設試
等）

も、エッジノードの高速
化、低消費電力化に関
する研究開発は、基幹
ネットワークに関する研
究開発の中核をなすも
ののため、その進展は
きわめて重要と考える。

に伴う消費電力の指数
館素敵な増大を大幅に
抑圧するための技術
も、今後の省エネルギ
ー政策、環境対策を進
める上でキーとなるもの
である。

5693

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

物理学根本法則の探究
で世界をリードし続けて
いるBファクトリーの高
度化は、これまでBファ
クトリーがなしとげた小
林益川理論の検証とい
う輝かしい成果を更に
超える発見をもたらす
可能性がある。我が国
が科学で世界をリード
し、国民が我が国に誇
りを持ち、諸外国からの
敬意を得るために、推
進すべきである。

現有の５０倍のデータを
蓄積するという目標は
LHC計画との相補性か
ら導かれる根拠のある
数字であり、かつKEKB
加速器グループの技術
を用いて達成可能な目
標である。

5694
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27002
海洋エネル
ギー技術研
究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海上風力発電・波力発
電・潮力発電など様々
な発電方式があり、中
には理論的に確立して
いないものがあるかもし
れないが、既成概念に
とらわれずに評価して
ほしい。評価基準には、
発電コストだけでなく面
積あたりの発電量も加
えるべきではないか？ 
複数の発電方式の組み
合わせにも挑戦してほ
しい。

日本は、海の面積が陸
に比べて格段に広い。
この資源を有効活用す
べきである。すでに確立
している発電技術だけ
でなく、大学やベンチャ
ー企業が研究をすすめ
ている技術を評価する
ことで、切磋琢磨してよ
りよいものに発展できる
と考える。また、コストは
技術革新や量産などに
よって変動するので、変
動しない指標として面積
あたりの発電量も知り
たい。複数の発電方式
の組み合わせると、現
状、コストはかかるかも
しれないが、面積あたり
の発電量は向上するの
ではないか。

5695

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大型の研究費枠を拡大
させ、一点に資金をつ
ぎ込むのではなく、若手
研究者向けの枠を増や
す。

大きな研究室は大型の
研究費を取りやすいと
思いますが（国からだけ
ではなく企業とも組みや
すいので）、博士号を取
得したばかりの若手研
究者が研究資金を取得
できやすいよう若手枠
を増やして下さい。

全体的に、採択率を

私の研究費は基盤研究
（C)で間断なく得ること
を努力していますが、研
究費が欠ける年があり
ます。その場合は自己
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5696

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

30％以上にしていただ
きたいと思います。ま
た、研究費が特定の研
究者に集中する傾向が
ありますので（特に大型
の研究費の場合）、複
数にまたがる研究費は
採択のさらに制限を設
ける必要があると思い
ます。

資金で補うことを余儀な
くさせられます。一般的
な研究費の採択率が
20％程度というのは少
なすぎると思います。
80％の研究者には研究
費を与えないというの
は、研究できない状況
を生じさせると思いま
す。少額でも広く交付す
るのが、全体的な研究
レベルを上げることにつ
ながると思います。 

5697

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24153

科学コミュニ
ケーション連
携推進事業
（旧地域 の
科学舎推進
事業）

このまま
推進す
べき

このまま推進、もしくは
規模拡大して推進すべ
きと考えます。 
科学技術に興味を持ち
始めた方々と研究機関
との架け橋役として重
要です。

多くの研究機関におい
て多くの方々に研究の
内容を知っていただくの
は非常に重要だと認識
している一方、限られた
人員、予算の中で研究
を進めているため対外
広報、科学コミュニケー
ションのために予算、人
員を配置するのが難しく
なっていると思います。 
本事業では研究機関に
とってはこのための予
算を外部から補助して
もらえること、JSTの専
門家のサポートが得ら
れることなどから研究機
関の負担を最小限に抑
えて最大の効果が得ら
れる仕組みと思われま
す。 
ぜひ推進お願いしま
す。

5698

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特別奨励研究員の対
象、任期、待遇の具体
例が不明だが、全国全
研究分野で３２名の採
用は少なすぎる。奨励
金の規模を見直した上
で増枠するか、学振特
別研究員へ統合、もしく
は大学研究機関の常勤
職定員増を行うなどして
若手研究者の安定した
研究環境の整備を行う
べきである

この特別奨励研究員の
対象となる年齢、職層
が不明であるが、博士
号取得後すぐの人材を
対象とするのであれ
ば、いきなり高額の給
与、研究費があっても
本人も周囲もマネージメ
ントが困難になるおそ
れがある。また、優秀な
若手研究者を確保しよ
うとするのであれば、任
期ありで高額な研究
費、待遇よりも、常勤職
で安定した研究環境を
提供したほうがよい人
材が集まるのは明らか
である。

大学・
公的 次世代へ渡すべき研究
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5699

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

次世代に向けて我が国
の調査・研究活動を確
保するために採択率を
上げることが重要であ
る．

資源を集積していくため
に，幅広い分野で，特
に基礎科学分野で，競
争に獲得することがで
きる重要な研究資金で
ある．

5700
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術による回路基
板等の電子部材への導
入について、従来の技
術をさらに向上させ、エ
コ化、あるいは低コスト
化の推進に繋げていく
ことができればと考えま
す。

新技術を確立させること
で、低迷する日本経済
の起爆剤としてＰＲが可
能と考えます。

5701

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理科教育を支える教員
の力が不足しがちと思
われる現在，短期的に
はこの施策は意味ある
ものと思うが，本来は，
文系の学生が教育学部
に進学して教員になる，
という（既得権益化して
いる）ルートを是正し，
理系大学院卒業生が教
育者になることを推進
する施策を打ち出すべ
きである．

東大理学部，一学年
300人のうち，教職科目
を履修する学生が20人
いるが，そのうち実際に
教職に就くものは年に
若干名である．学位取
得者を教育現場に送り
出すための制度設計が
行われれば，潜在的に
はもっと大勢の優秀な
理系教員をかくほでき
るはず．本施策は，根
本的な解決にはなって
いない．

5702
その
他

～19
歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

推進し、固体地球のメカ
ニズムを解き明かして
ほしい。

日本はプレート境界が
密集した極めて稀な場
所に位置している。であ
るからこそ、有効な地震
探査が可能である。世
界一の掘削船「ちきゅ
う」を有効活用するため
にも、是非推進してほし
い。

5703

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCのような基礎
科学分野に革新的な成
果を出し得る 
基幹設備は積極的に支
援して、推進すべきであ
る。 

J-PARCは世界最高水
準の科学技術分野での
成果を出し得る 
日本を代表する加速器
施設であるが、 
まだ稼動直後であり、 
その性能を充分に発揮
するには継続的な改良
や 
研究環境の整備は必要
不可欠である。 

大学・
公的
研究

基礎研究分野において
世界最先端を行く、物
理的に重要な研究がJ-
PARCで行われている。
また、J-PARCは国際
共同研究の場としても、

例えば、ニュートリノの
実験はノーベル賞級の
物理的にも非常に重要
な研究でありかつ、長ら
く日本が世界にリードし
てきた分野であり、まさ
に最先端研究が行われ
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5704

機関
（独
法・公
設試
等） 20～

29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

今後のますますの発展
が期待されている。この
2点から、J-PARCは今
後、日本が世界をリード
していくうえで必要不可
欠な施設であり、このま
ま推進していくべきであ
る。

ている。また、J-PARC
に対する世界の関心の
高さは、ドイツの研究所
(GSI)で行われたJ-
PARCの講演において
多くの人が聴講に来て
いたこと、講演後に多く
の外国人から質問を受
けたという私の経験か
らも明らかである。

5705

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程修了者（PD）
の採用人数を、現行の
DC1・2の採用率と同水
準の採用率まで拡充し
てほしい。

博士課程修了者（ポス
ドク）は給与・雇用期間
とも学振PDに比べて不
安定であり、プロジェク
ト経費雇用だと自らの
研究を推進できないた
め、自由度が高く身分
が比較的安定するPD
の採用枠再拡充が望ま
しい。

5706

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

これまでのように、我が
国の優れた若手研究者
に研究奨励金を支給
し、経済的な不安を感じ
ることなく、研究に専念
する機会を与え、研究
能力を飛躍的に向上さ
せるべきである。また、
出産・子育てによる研
究中断から復帰する研
究者の復帰と活躍を支
援するべきである。

私も、特別研究員
（DC2）として採用されて
いたが、その経済的援
助は非常にありがたく、
博士課程における経済
的な不安を感じずに研
究することができた。ま
た、これまでの成果（支
援終了後５年経過後の
調査では、91,7％が「常
勤の研究職」に就いて
いる）や、特別研究員に
採用されることが若手
研究者の一つのステー
タスとなっていることか
らわかるように、既に日
本の若手研究者にとっ
てなくてはならない施策
である。

5707

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

本システムは日本にお
ける位置の決定を，より
迅速にかつ精度よく行
おうとするものであり，
地味ではあるが極めて
重要な開発である．特
にキネマティック測位に
関してはGPS津波計へ
の応用によって津波防
災に資するところが大き
い．測量の迅速化など
による経済効果も期待
できる．国土インフラと
して重要な技術である．

本技術ではGPSを補完
する衛星を打ち上げる
ため，可視衛星数が多
くなり，そのため可視
GPS衛星数が現在5衛
星程度に低下する時間
帯が減少する．このた
め，キネマティック測位
の精度が向上する．ま
た，L1-SAIF, LEXなど
独自の補正信号機能を
搭載しているため，日本
独自の測位技術が得ら
れる可能性もあり，他国
に比して高精度の測位
が得られると期待され
る．
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5708
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

癌治療を推進してほし
い

身近に癌癌患者がいる
ので

5709

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

100Gbit/s送受信機の
開発は，最先端LSI技術
と光技術に基づく，巨額
な開発費を必要とする。
コンソシアムを組織して
短期間に国家プロジェ
クトを推進する意義は
大きく，このまま継続す
るべきと考える。

100Gbit/s送受信システ
ムは，次世代光ネットワ
ークの中核をなすもの
であり，我が国の競争
力確保のために，本研
究開発の意義は大き
い。

5710

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

世界に通用する科学技
術、基礎研究のレベル
を維持するためには、
若手研究者の育成とサ
ポートが重要である。サ
ポート期間のみならず、
将来のパーマネントの
職（アカデミック、一般
企業）の獲得まで含め
て、ぜひ推進すべきで
ある。

若手研究者が科学技術
や基礎研究に何の経済
的心配無く、研究に専
念出来る体制を作るた
めに是非とも必要な事
業である。将来の日本
を背負ってたつ存在と
なる若手研究者をサポ
ートするのは、日本の
国際競争力を高める上
でも、今後の経済発展
という意味でも非常に
意義あることである。

5711

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 

5712
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24020
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

現在事業の４年目を向
かえ、成果が出つつあ
り、５年目も 
継続すべき

地域の中小企業は、リ
ーマンショック以降、研
究開発費どころではなく
大変苦しい状況、そうし
た中地域の大学の知に
頼る 
部分が多くなり、そうし
た中で徐々に成果に近
づきつつある。 
そうしたものを製品とし
ていくためのも本事業
が必要

5713
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

推進す
べきでは
ない

大学間の格差の助長と
高学歴な不安定な有機
雇用者の増大を促進す
るだけである。将来の
日本を見据えて，有能
な人材の有効な活用法
を考え，もっと抜本的な

大学にとっては研究環
境の整った特定の大学
に多くの若手研究員が
集まり，いわゆる知の
格差を助長することに
なり，大学間のさらに大
きな格差を生む。また，
若手研究員にとっては
先の保証されない有期
雇用の延長でしかなく，
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等） 施策をするべきである。 不安定な身分を続けさ
せるだけで，有能な研
究者の無駄遣いであ
る。

5714

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大規模な予算を必要と
する大きなプロジェクト
は、多くの大学・研究機
関の連携で、個別プロ
ジェクトして予算が組ま
れることが多いのです
が、一研究室単位での
基礎研究に対してはプ
ロジェクトとして立ち上
げることは不可能です。
そのためには、萌芽的
な基礎研究をサポート
する科学研究費補助金
が必須になります。物
品購入のみでなく、予
算の7割程度を研究補
助員の雇用に使えれ
ば、教員と学生1，2名と
いう小さい研究室では
非常に助かります。

大学に配分される予算
が毎年大幅に減少して
いく中で、教育・研究に
かかる費用は、どんど
ん増加する一方です。
消耗品の価格も上昇し
ており、一般校費だけで
は、研究室の運営は厳
しくなる一方です。企業
が公募する研究募集
は、ある程度の基礎的
知見がないと採用され
ません。基礎的知見を
得るための、300万円程
度の、かつ人件費等に
も使える基礎研究の予
算申請として、科学研
究費補助金の推進は必
要です。

5715

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

素粒子物理学は大きな
発展の前夜にいると言
えます。この重要な時
期においてLHCと並ん
で大きな力を発揮するB
ファクトリー実験をぜひ
進めてください。50年後
の科学史にはBファクト
リーの成果が新しい物
理法則の解明に本質的
であったことが記される
でしょう。その頃の高校
の教科書にはわが国が
行った重要な研究で物
理学が進展したと書か
れ、若者に自信と希望
を与えることと思いま
す。

かつてわが国に対して
「基礎科学にタダ乗りし
ている」という不名誉な
批判があったことがあり
ます。現在の加速器科
学ではタダ乗りどころ
か、世界中から研究者
が集まるセンターとして
世界をリードする役割を
果たしています。人類の
基礎知識に貢献するこ
とは直接的に経済効果
を生むものではありま
せんが、先進国として
世界に貢献するべき大
切なことであり、日本が
世界から尊敬される国
になるために重要であ
ると思います。世界を先
導するBファクトリー実
験をさらに進めていただ
けるよう切望します。

5716
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24128
分子イメージ
ング科学研
究事業

このまま
推進す
べき

新しい研究手法である
分子イメージング技術
を、疾患メカニズムの解
明、新たな医療技術や
革新的医薬品の開発に
応用すべく、本施策を
推進すべきである。 

分子イメージング技術
を向上させることは、疾
患解明や検査・診断技
術の発展につながるも
のである。全身の多様
な生体分子の低侵襲的
な追跡・解析手法であ
り、ヒトレベルでの使用
が可能であるので本技
術は極めて有用であ
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る。

5717

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリーで
実験するための実験装
置や検出器などの予算
を増額すべきと考える。

RIビームファクトリー
は、加速器は出来たも
のの、それを有効活用
する実験装置が十分で
ないから。

5718

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の自由な発想に
基づく研究を推進する
上で、我が国において
最も重要な制度であり、
我が国の学術の生命線
であるといっても過言で
はない。このまま推進す
べきである。ただし、上
限が特別推進で５億
円、新学術で１５億円程
度という数字は小さすぎ
る。最上の枠を新たに
設け、厳選されたテーマ
に対し、上記の倍程度
の予算を配分すべきで
ある。これをしても総額
はほとんと変わらない。

過去に大きな成功をお
さめた科学プロジェクト
の中には総額１０－３０
億円程度のものが複数
ある。科研費の上限が
下げられたために、この
ような規模の予算でプ
ロジェクトをタイムリー
かつスピーディに推進
することが、現在極めて
困難になっている。これ
を改善するために、上
記の最上枠提案をし
た。科研費自体は無論
このまま推進すべきで
ある。

5719

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

私は現在博士課程１年
の学生で、グローバル
COEプログラムで金銭
的補助を受けて教育・
研究に専念させてもらっ
ています。現在、ただで
さえほとんどの学生が
就職を選択する状況に
なっていますので、もし
グローバルCOEプログ
ラムのような博士課程
の学生を支援するプロ
グラムが廃止されてしま
ったら、博士課程に進
学する学生はいなくなっ
てしまうと思います。

このご時世、博士課程
に進学するよりも就職し
た方がいいと言われ、
両親にも就職を進めら
れました。しかし、この
グローバルCOEプログ
ラムという博士課程の
学生を支援するものが
あるということを知り、こ
ういうものがあるなら博
士課程に進学できると
確信を持てました。私と
同じように博士課程進
学を悩み、グローバル
COEプログラムのおか
げで博士課程進学に踏
み切った人がいると思
います。我が国の科学
技術レベル維持・発展
には人材が必要なので
はないでしょうか？

大学・

クラウド・仮想化といっ
た技術に精通した技術
者を集め，研究機関向
けに大規模なネットワー
ク，サーバ，ストレージ，
ミドルウェアのテストベ
ッドを提供するのはこれ
からの情報分野の技術

ICTのコモディティ化に
より，一般ユーザも含め
て利用できる技術は
日々高度化している
が，その運用リソースは
個々の組織に必ずしも
十分に確保できている
とは言えず，それが故
にクラウドコンピューティ
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5720

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

開発において重要であ
り，この分野での競争
力維持に必要であると
考えられる．特に，個々
の機関での運用は困難
であると考えられる「広
域分散テストベッド」の
運用に関して，これまで
の JGN の運用を発展
させる形で，今後ネット
ワークだけでなく，上位
のレイヤも含めた形で
提供することを期待した
い．

ングが注目を集めてい
ると考えられる．大学や
研究機関において，個
別に研究リソースを構
築するよりも，コモディ
ティ化した技術につい
て，その研究基盤を提
供することはこの分野
の研究開発を推進する
上で重要であると考え
られる．また，運用コス
トを下げる運用技術そ
のものを研究開発する
場としても有効であると
考えられる． 

5721
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24163

原子力シス
テム研究開
発委託費（原
子力システム
研究開発事
業）

このまま
推進す
べき

大学における放射性物
質、廃棄物処理の研究
を進められるようにホッ
トラボの導入などをもっ
と積極的に推進すべき
である。

今後、気候変動により
太陽光や風力の自然エ
ネルギーはますます使
いづらくなることが懸念
される。 
原子力発電は気候に依
存することなく、高密度
の電力が得られる方法
であり、推進の方向は
間違いないものだ。 
しかし高レベル放射性
廃棄物をガラス固化し
地層処分する方法には
多くの問題がある。分
離・変換技術によりガラ
ス固化する絶対量を減
らすべきである。このた
めにはまず分離技術が
確立しなければならな
い。革新的な分離技術
の開発のため、大学に
おける放射性物質の取
り扱いを広げ、競争力を
与えることでより広範囲
な放射性廃液に含まれ
る物質の物性及び基礎
研究を目指すべきであ
る。

5722

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は多
様な専門領域の研究者
の研究活動を支える重
要な競争的資金であ
る．これによって日本の
知的基盤を底上げし，
国際競争力を高めるこ
とを保証できるのであ
る．これらの理由から予
算規模を拡充すべきで
あると考える．

大学等の研究機関から
研究者に割り当てられ
る研究費が減少するな
かで，適切な競争性を
持った公的な研究資金
による研究支援は必要
である．

大学・ コンピュータ科学の世
「二番じゃだめなんです
か」でつぶされそうにな
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5723

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

界は常に最新・最先端
を目指して走らなけれ
ばならない。ハードだけ
ではなくソフトウエアの
分野も同じである。その
ためにインフラストラク
チャの構築は必要不可
欠である。

ったスーパーコンピュー
タ京であるが、何番であ
ろうと常に競争の中に
いなければあっという間
に世界から取り残され
てしまう。そのために
は、世界的な競争に参
加しなければならない。

5724

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

がん研究からがん医療
への進展を省みたとき、
その進展の速度は期待
されていたものに比べ
てはるかに遅いものと
言わざるを得ないと思
います。常々実臨床へ
の導入の壁が高く厚い
ものであることを実感し
ます。実臨床への還元
という観点からも施策に
おいて研究から臨床へ
の壁を低くする何らか
の画期的な方策をお考
えいただきたいと思いま
す。一方、研究の継続
性もこの臨床への進展
という観点から非常に
重要と思われ、研究の
中断はシーズを全く意
味のないものに変質さ
せてしまう可能性が高
く、継続性をもった施策
をお願いしたいと考えま
す。

特に研究の継続性を考
えた場合、遅滞の無い
施策の継続性は最低限
必要であり、さもなけれ
ば、多くのシーズは研
究のための研究に終わ
ってしまう可能性が高く
なると思われます。

5725

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質細胞解
析研究イニシ
アティブ（ター
ゲットタンパ
ク研究プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

タンパク質の構造を基
盤とする研究は、将来
の創薬にとって不可欠
である。もちろん、全て
のタンパク質の構造が
将来役立つとは限らな
いし、２～３年で目に見
える成果が出ることは
少ないと思うが、ターゲ
ットタンパク研究プログ
ラムで決定された構造
の中から、５年後、１０
年後には必ずや日本の
創薬の財産になるもの
があるはずである。今
後５年、１０年と支援し
ていくべき研究分野で
ある。

タンパク質の分子構造
とケミカルバイオロジー
やコンピューターシミュ
レーションを組み合わ
せたドラッグデザインの
手法は、現在の創薬研
究の主流になりつつあ
る。この流れに乗り遅れ
ることは、日本が世界
から取り残されることを
意味する。

情報ネットワークは、今
後の日本の産業発展に
は欠かせない重要なイ
ンフラである。しかし、基
幹ネットワーク技術は

情報トラフィックはここ１
０年程度、年率40-50%
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5726

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

日々急速に進展してお
り、世界各国は基幹ネ
ットワークに関する研究
開発に大きなリソースを
投入してその進展を促
している。なかでも、情
報ネットワークの大容量
化を、経済的かつ低消
費電力で実現させる本
研究開発施策は、キー
となるもので世界でしの
ぎを削っている状況で
ある。日本の産業進展
のためにも、本研究開
発施策の推進は重要で
ある。

程度の増加率で指数関
数的に増大している。ま
た今後もその需要増動
向は継続すると多数の
機関が予測している。こ
のようななか、オール光
ネットワーク実現に向け
たフォトニックネットワー
ク技術の研究開発は、
国も径残発展、省エネ
ルギー政策、環境対策
上、非常に重要な施策
と考えるためです。

5727

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

自由な発想による研究
活動を支援する重要な
制度であり、予算確保
が必要。

大学では研究費が減少
しており、公的な競争的
研究資金による研究支
援が欲しい。

5728
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

各地域の研究機関と企
業が密接に連携して開
発が進められているこ
とが見受けられ、将来
の地域振興に対する役
割に期待したいため。
ただ、各プロジェクトの
成果を広く国民に知っ
てもらうよう積極的にPR
し、不要不急なプロジェ
クトは行わないよう進め
てほしい。

各地域の研究機関と企
業が密接に連携して開
発が進められているこ
とが見受けられ、将来
の地域振興にいくらか
の寄与できる期待が想
定されるため。

5729

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成(海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム)

このまま
推進す
べき

迂遠なようであるが，優
秀な若手を外国に送
り，外国の研究者と個
人的なつながりを持た
せておくことは重要であ
る．それらの若手は，今
後国際的視点で大学運
営に関与するであろう
し，個人的なつながりを
通じて外国人教員や留
学生を我が国に増やす
ための重要な足がかり
となる．

大学の国際ランキング
で東大をはじめとする
日本の大学の位置がじ
りじりと下がっている主
な原因は国際多様性 
International Mix の欠
如である．

5730
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

地球環境システムにお
ける気候変動の研究を
さらに進めて頂きたいで
す。

気候の仕組みに関する
地球環境の基礎研究
は、温暖化予測などの
基礎として必要です。

創薬においてタンパク
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5731

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

積極的にこのプログラ
ムを進めるべきである。

質の構造解析と化合物
スクリーニングは必須で
ある。新規薬品開発が
困難になってきている
現状では、高難度タン
パク質の解析を目指す
プロジェクトを国家レベ
ルで支援することによ
り、新規創薬への展開
が期待される。

5732
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

このまま
推進す
べき

昨年12月3日の朝日新
聞オピニオン面に理研
理事長／ノーベル賞受
賞者、野依良治が寄せ
た意見は、まさに世界
のトップを担うこの国の
先端技術研究に警鐘を
鳴らしている。民主党政
府はこの国の将来を思
い、科学技術分野の予
算に最大の考慮を払う
べきと考える。

目先の費用ｖｓ.効果だ
けで予算実施内容をリ
ビューすれば、科学技
術分野で、この国の先
端レベルの芽を自らつ
みとってしまうことにな
る。企業経営でも研究
開発費と広告費を不況
だからといって削減した
会社が発展した試しが
ない。

5733

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究活動
を支える重要な競争的
資金であり、予算規模
を拡充すべきである。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保 
が必要。 
○ 基礎研究を行う研究
者が応募できるもので、 
研究者が応募しやすい
研究資金である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若手研究者にとっ
て重要な競争的資 
金であり、大幅な拡充
は必要である。 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、 
多くの研究者を支援す
る必要がある。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、 
公的な研究資金による
研究支援は必要であ
る。

5734
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開

このまま
推進す
べき

マルチビームアンテナ
は今後の通信サービス
の過密化やインターネ
ット衛星等の大容量通
信には必須な技術であ
るが、打ち上げ後の通
信需要の変化や安心安
全のための多機能化
（必要なときに必要な地
域をフレキシブルにビー
ムでカバー）に資するに
は、マルチビームを可
変ビーム化する技術が
重要。ビームのフレキシ
ブル化に加えて周波数
ｃｈの有効活用と一体で

海外の情報通信衛星
は、防衛分野を始め国
家施策として長期に渡
り開発費を投入して要
素技術開発から実用化
開発までを継続して推
進している。これらの開
発費は莫大であり、一
民間企業が開発しえる
ものではない。国家主
導の開発成果を民間等
の情報通信衛星に適用
でき、継続的な安定市
場構築に貢献する。ま
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発事業 開発することで実用性
が増す。また、中継器に
ついては種々の通信方
式に対応可能となれ
ば、ビーム（空間）、周
波数に加えて通信方式
の多機能化という意味
でも安心安全に必要な
技術と考える。上記開
発には膨大な開発費が
掛かるため、国家施策
として継続的に開発す
べき施策と思います。 

た、国家施策として打ち
上げまで支援すること
により、その開発成果
は搭載実績というお墨
付きを得ることもでき、
海外巨大衛星メーカの
独断場市場に国内衛星
メーカが参入しやすくな
り、国際競争力が飛躍
的に拡大する。是非、
推進すべき国家施策と
思います。 

5735
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

身近な世界トップレベル
の研究拠点から、ノー
ベル賞につながる画期
的な研究成果、新産
業・新技術が創出され、
今後拡大的に世界中か
らトップレベルの研究者
を惹きつけ、我が国が
世界の頭脳循環のハブ
となることを目指す事は
極めて重要と考える。
出来得れば、数物連携
宇宙研究機構（IPMU）
で行われている様な、
第一線の研究者が研究
拠点を支える社会・一
般市民に向けて、科学
技術の面白さ、興味深
い内容を分かりやすく
発信する様な、社会還
元活動もより活発に進
めてほしい。

世界トップレベルの研
究拠点を身近に設ける
「顔の見える拠点」作り
は、研究者にとっての
身近な切磋琢磨の場を
設けると同時に、講演
活動等の積極的な社会
への働きかけだけでな
く、身近に世界トップレ
ベルの研究者を感じる
ことにより、自然にその
拠点を支える社会に浸
透して行くものと考え
る。これは、将来の日本
の高い研究環境を意識
せずもたらし、より高い
研究水準をもたらすも
のと考える。

5736
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

世界に誇る設備を大
学、民間企業を問わず
幅広く利用できるよう設
備の拡充と技術開発を
進めるべき。

放射線技術の先端的利
用は、原子力、医療、物
性研究など多岐にわた
る。一般の研究者に広
くSPRing-8の設備が利
用できるような拡充、
SPring-8を拠点に研究
する研究員が進める研
究の応用等を今後さら
に進めるべきである。

5737

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

近年，民間の助成会に
応募しても採択率は低
いのが現状である．科
学研究費補助金は我が
国の研究者の研究活動
を支える重要な競争的
資金であり、予算規模
を拡充すべきである． 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である．また応
募する分野も多岐に渡
るので応募しやすい．
特に萌芽的研究のよう
に新規に始める研究の
助成は魅力的である． 

大学・
公的 大容量空間光通信シス 大容量衛星間光通信技
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5738

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

テムに関する，チャレン
ジングではあるが具体
性のある優れた研究開
発プランである。ぜひ国
家プロジェクトとして推
進すべきである。

術は，将来の宇宙開発
に必須の技術である。
本研究開発の成果は，
将来の宇宙開発に大き
く役立つものと判断され
る。

5739

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 
研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 
基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 
「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度である。 
新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者 
を支援する必要があ
る。 
大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

5740

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

無駄なものとの判定が
くだされているようです
が、京都大学の生物科
学系では、京大の教育
の質の大幅な改善に貢
献している。大学中央
主導では大学は全く改
善されない。部門主導
の改善が大学を良くし
ていく例となっている。

大学中央主導の施策で
はなく、個別研究部門
に競争的改善費を投入
しないと大学の改善は
されない。

5741
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

宇宙の謎を解き明かす
ための重要なプロジェク
トであり推進すべきであ
る。

各国の共同で推進され
ているプロジェクトであ
り、日本が費用面という
影響で遅れをとることは
許されないと考える。

5742

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Ｂファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

本研究は、Ｂファクトリ
ーを従来の４０倍の性
能に押し上げて、新た
な物理現象を確実に捉
え、詳細に解析すること
で、今後の物理学の発
展の方向性を探る、と
いう野心的な計画であ
る。この計画には、国内
のみならず海外の研究
者からも参加の意思表
明が相次いでおり、日
本の科学技術の高さを
見せつけるまたとない

以下に主な理由を列挙
する。 
・基礎科学の発展に大
きく貢献する 
・若手研究者に活躍の
場を与える（研究者のレ
ベルの維持に貢献） 
・海外の研究者との知
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設試
等）

チャンスである。同時
に、国内の若手研究者
に活躍の場を与えるこ
とにもなり、物理学会の
活性化に一役買うこと
にもなるであろう。是
非、本研究を最優先で
推進していただきたい、
と願う次第である。

的交流が盛んになる 
・日本の加速器技術の
水準の向上に貢献する

5743

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を増
額すべきと考える。成果
の挙がっている研究テ
ーマや分野に対する集
中配分だけでなく、現在
は地味であるが今後芽
の出そうな研究を積極
的に採用すべき。

大学、研究所とも運営
費交付金が減少してい
る現状、科学研究費補
助金がなければ最低限
の研究活動も困難にな
る。これまで実績のある
テーマばかり採択して
いると、勝ち組、負け組
が固定化されてしまう懸
念が高いため、実績が
少なくても着眼点の良
いテーマは積極的に採
用するのが日本の科学
技術力を高める近道と
なる。

5744

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

これまでのように、新し
い知の創出と重厚な知
的蓄積の形成を図るた
め、人文・社会科学から
自然科学まで全ての分
野にわたり、基礎から
応用までのあらゆる「学
術研究」（研究者の自由
な発想に基づく研究）を
支援するべきである。ま
た、若手研究者のチャ
レンジ機会を拡充する
ことにより、「強い人材」
を育成し、イノベーショ
ンの創出及び我が国の
持続的な成長を目指す
べきである。さらに、基
金化など「研究費の複
数年度執行」を可能と
する仕組みの導入を検
討するとともに、研究成
果が迅速に活かされる
ような制度改革を図る
べきである。

現状のままでは、技術
的な国際競争におい
て、米国や中国と日本
の政策の違いにより、
科学技術的な遅れをと
ると予想される。それに
より、産業面での技術
力も遅れてしまうことが
懸念される。そのため、
23年度の研究開発目標
にもあるとおり、科学研
究費を拡大し国際的に
通用する研究が行われ
なければばらない。この
ようにして、多くの研究
分野で世界のリーダー
シップをとり研究してい
くために、この施策は必
要不可欠である。

5745 大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

積極的にこのプログラ
ムを進めるべきである。

科学技術立国を進める
上で、国家的な基礎科
学レベルの向上は必須
である。本科研費は多く
の研究者の研究費を支
えるものであり、積極的
に進めるべきである。特
に人口の多い30代に向
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法・公
設試
等）

けた若手支援プロジェ
クトが必須であり、そこ
から世界的なレベルの
研究が新たに展開され
ることが期待できる。

5746

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

人を育てる施策は推進
すべきであると考えます

高度な研究や事業を目
指したところで、それに
対応する能力のある人
物がいなければ、画餅
になってしまいます。現
在、博士号を取得しても
その後のポストがない
状態が慢性化しており、
何とかして打開すべきと
考えます。 

5747

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

私立大学の経営に一定
の役割を果たしてきた
経常費補助は、私立大
学にとっても、高等教育
機関全体にとっても、裾
野や多様性を広げる意
味で今後も重要な役割
を果たす。教育の質の
向上のためにも、経営
状態の安定は不可欠で
ある。

国公立大学の経営基盤
に比べ、学生からの授
業料収入と経常費補助
が必要不可欠な私立大
学の経営状態がある。
学生募集の厳しさから、
私立大学の存在自体が
淘汰される可能性もあ
るが、地域社会の人材
育成に一定の役割があ
るため、補助の打ち切
り・減額の影響の負の
影響が大きすぎる。

5748
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

 
拡充の検討が必要であ
る。

博士研究員が研究に打
ち込めるようになるため
にはこのような政策は
多岐にわたって必要で
ある。

5749
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

基礎研究や創薬の推進
にはバイリソースが必
須であることから、国の
施策として本事業を継
続的に推進し、ライフサ
イエンス研究を発展さ
せるべきである。

バイオリソースはライフ
サイエンス研究には不
可欠なものである。この
事業が世界の最高水準
に達していることを高く
評価するものであり、そ
の水準を維持すべきで
ある。

5750

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

人を育てる施策は推進
すべきであると考えます

高度な研究や事業を目
指したところで、それに
対応する能力のある人
物がいなければ、画餅
になってしまいます。現
在、博士号を取得しても
その後のポストがない
状態が慢性化しており、
何とかして打開すべきと
考えます。とりわけ研究
者への直接支援は、安
定自立した生活基盤を
与え、研究に専念でき
る体勢作りに不可欠で

39



あると考えます。 

5751

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

東大をはじめとする日
本の大学の国際的位置
低下（The Times大学ラ
ンキングなど）の主たる
原因は，International 
Mix（国際多様性）の欠
如である．学術国際交
流事業，特に外国人研
究者招へいなど，あら
ゆる手段を使って，キャ
ンパス内の国際多様性
を増さないと，日本の大
学の国際的位置の長期
低落傾向は止まらない
という危惧がある．

恒例のThe Times大学
ランキング，東大は26
位．スコアの中身を見る
と，教育87.7，研究
91.9，引用58.1，国際多
様性18.4と，非日本人
教員や留学生の少なさ
がスコアを下げていま
す．香港大学21位に抜
かれてアジアで２位に
甘んじることとなりまし
た．

5752

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

外務
省

22101

地球規模課
題に対応す
る科学技術
協力

このまま
推進す
べき

本施策は日本が諸外国
に対して日本が誇る科
学技術を適用すること
により関係国の課題を
克服するとともによりよ
い世界を作ることをめざ
すという極めて崇高な
目的を持っており，一層
推進すべき施策といえ
る．ただし，JICAはその
崇高な目的とは裏腹に
自らの関連企業への利
益誘導を図ろうとする態
度が見られ，不快であ
る．国民の税金が無駄
に使われないように組
織形態・施策の運用に
ついて厳重に監視すべ
きである．

日本は環境や防災の分
野では世界に誇れる科
学技術の力を持ってい
る．これを国家として戦
略的に活用することは
日本の世界における地
位向上のために大変重
要なことと考えられる． 
なお，JICAに関しては
保険について「友の会」
というトンネル団体を通
じて”天下り”関連企業
（新聞に告発記事が掲
載された）に”半強制
的”加入させられる仕組
みが作られているほ
か，機材購送に関して
も関連の団体を通過さ
せられるなど，目に余る
利益誘導がなされてい
る．

5753

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国は領土も狭く、こ
れまでの日本を支えて
きたモノは、技術力、研
究によるものなど、知的
財産に由来するところ
が大きい。さらにこれか
らもその比重は少なくな
ることは決してあり得
ず、さらに大きくなるも
のお思われる。その中
で、科学研究費補助金
は、我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
決して縮小せず、逆に
予算規模を拡充すべき
ものと考える。 

日本が世界と競い合っ
て行くには研究は重要
な要素を担っている。特
に、これまでの欧米諸
国以外にもインド、中国
などもますます、研究に
力を入れてくることが予
想され、日本が生き残
るにはこのまま科学研
究費補助金の政策を推
し進めていく必要がある
ものと思われる。 

日本に公的な世界最高
水準のバイオリソース
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5754

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソースは、ライ
フサイエンス研究を進
めていく上で必要不可
欠な基盤であり、日本
に信頼のおける公的な
世界最高水準のバイオ
リソース拠点があること
により、研究者が容易
に、かつ、比較的安価
に、信頼のおける世界
最高水準のバイオリソ
ースを入手できるため、
日本の科学技術の発展
にとって必要不可欠で
あると考えます。

拠点があることにより、
研究者が容易に、か
つ、比較的安価にバイ
オリソースを入手できま
す。これにより、バイオ
リソースが多くの研究室
で効率的に有効利用さ
れ、日本の科学技術の
発展に貢献すると考え
ます。さらに、バイオリソ
ースの入手が容易にな
ることで、研究者の自由
な発想に基づいた挑戦
的な研究も行いやすく
なるため、日本の科学
技術の発展にとって必
要不可欠であると考え
ます。

5755

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等につい
ては、教育・研究・医
療・地域貢献等の観点
から、このまま推進すべ
きであるが、できれば今
後増額も視野に入れて
いただきたい。

日本の将来のために必
要不可欠な要素である
ため、業務の改善等は
必要であると思われる
が、全体予算の縮減の
対象となることはなじま
ない。その特殊性を考
慮してもらいたい。

5756

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質や細胞の分子論
的解明は生物科学分野
での最も基礎的な学術
分野であり，当該プロジ
ェクトはこれまでも，ま
た，これからも種々の新
規な知見を与えると考
えられるため，予算の
増額など更なる充実を
考慮するべきである．

当該プロジェクトの成果
は，学術的にも重要で
あり，またそこからは
種々の革新的，画期的
な医療や創薬が生ま
れ，十分な社会貢献が
できると考えられるた
め．

5757

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25108
感染症対策
総合研究

このまま
推進す
べき

長期的な視点での総合
的感染症対策を重視
し、国家の安全・健康の
維持・推進のための最
重要事項の一つとして、
持続・発展させるべきで
ある。

新たなアウトブレークの
可能性も考慮し、長期
的・持続的な対策をとる
ことが、最も有効かつ経
済的にも有利な戦略で
あるため。

5758
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

このまま
推進す
べき

本技術開発は平成23年
度までの計画で進めら
れており、中間目標を
達成し最終目標に向か
って最後の追い込み時
期である。

本技術開発は各個別企
業の営利目的で進めら
れているものではなく、
日本全体の技術レベル
アップにつながるもので
ある。

5759

民間 30～
文部
科学

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人

このまま
推進す

「はやぶさ後継機」につ
いては早急に推進する

帰還した「はやぶさ」の
技術を、今後受け継ぐ
技術者に伝えて行くに
は「はやぶさ後継機」の
実施は急務。目標天体
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企業 39歳 省 材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略-

べき べき。 への到達を考えると打
ち上げウィンドは狭く、
2014年の打ち上げに向
けて早急に準備する必
要がある。

5760

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成(海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム)

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

専任教員については、
渡航費・宿泊費の実費
のみの給付とすること
により、予算を縮減す
る。

専任教員は在外研究中
も本務校から給与等を
受け取っており、滞在費
を概算で支給すること
は「給与の二重取り」に
あたる。その額を職に
恵まれないポスドクが
海外に出る機会を与え
るために用いるならば、
有益である。

5761

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学における建物・施
設は長期にわたり教
育・研究を支える基盤で
あり、教育・研究と一体
のものであり、大型研
究経費の至急の場合は
施設についても措置す
べきである。建物・施設
等の中長期的な維持管
理方式（改修費の積み
上げ等）を制度的に構
築すべきである。更に、
世界最先端研究の推進
のための基盤的施設等
も緊急に整備するべき
である。

様々な競争的研究経費
による研究の振興が行
われている。それらの
遂行に必要な研究スペ
ース等は自前でまかな
うことが要求されている
が、大学独自で対処す
るには限界である。ま
た、建物等は長期的に
必ず修理改修が必要で
あるが、それらの資金を
計画的に蓄える方式が
なく、場当たり的な措置
ならざるを得ない。ま
た、世界最先端の研究
を遂行するための基盤
的施設（例えば，マウス
等を飼育する動物実験
施設）の整備は十分で
はなく、優秀な研究者
の招聘、育成、世界最
先端の研究の推進のネ
ックとなっている。個別
の研究の推進だけでな
く、分野横断的に共通し
てつかえる基本的・基
盤的施設・整備は急務
である。

5762

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は研
究者の自由な発想に基
づく科学技術研究の根
幹を支えるものであり，
技術立国である日本の
将来への投資という意
味も含めて，より拡充し
て実施し続けるべきも
のと考える．

萌芽的，独創的な発
想・研究を育む上で現
在の科学研究費補助金
は大きな役割を果たし
ていると考える．しか
し，諸外国と比較してそ
の規模は決して十分な
ものではなく一層の拡
充が必要である．

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク このまま

電波資源は有限であ
り、逼迫する周波数資

ホワイトスペースの活用
は、周波数利用効率の
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5763
民間
企業

60歳
～

総務
省

20006

セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

推進す
べき

源の有効活用に 
不可欠な研究と考え
る。

向上に 
大きく貢献すると考え
る。 

5764
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27134

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（石油
化学品の革
新的製造プ
ロセス基盤
の開発）

このまま
推進す
べき

本施策の一層の進展に
期待する。

化学産業において最も
エネルギーを消費して
いるのは蒸留プロセス
であり、省エネルギーな
分離プロセスである膜
分離は、化学産業にお
いて排出される二酸化
炭素を劇的に削減する
手段としてその実用化
が待たれる。しかし、実
用化のためには、膜の
性能向上、膜のモジュ
ール化、膜を用いたプ
ロセスの最適化、が必
要であり、大学での基
盤技術開発と膜メーカ
ー、化学メーカー及びユ
ーザーが協働した活動
が必須である。

5765
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

実績ある日本の固体ロ
ケットの打上技術を、こ
のまま維持してほしい。

H-2Aロケットとは異なる
レベルの衛星需要は確
実に存在し、かつ宇宙
科学上も必要な技術で
ある。長年の固体ロケッ
ト技術の蓄積を無駄に
してはならない。

5766

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25108
感染症対策
総合研究

このまま
推進す
べき

長期的な視点での総合
的感染症対策を重視
し、国家の安全・健康の
維持・推進 
のための最重要事項の
一つとして、持続・発展
させるべきである。

新たなアウトブレークの
可能性も考慮し、長期
的・持続的な対策をとる
こと 
が、最も有効かつ経済
的にも有利な戦略であ
るため。

5767
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

このまま
推進す
べき

ノーベル賞が受賞でき
そうな最先端科学、物
質の根源にもせまるこ
とができる夢のある分
野で、日本がトップラン
ナーとなることは極めて
意義がある。 

宇宙の起源を解き明か
すことにもつながる分野
で、日本が貢献すること
は日本の技術力をアピ
ールする最良の方法で
ある。

5768

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

科学の世界でも非常に
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5769

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFの高強度不安定
核ビーム生成装置は現
在世界でトップを走って
いるRIBFであるが、他
国の追従に予断を許さ
ない状況である。一刻も
早く予算をつけて建設
を進めるべきである。世
界をリードする施設を有
することで、若者の理系
離れにも一矢報いるの
ではないか。

画期的である不安定核
の精密測定を可能とす
る施設は現状では予算
が足りないために建設
が遅れているようで、こ
のままでは他国の後塵
を排することになってし
まう。これを阻止するに
は一刻も早く建設を進
めることが必須である。
資源の少ない日本が今
後も成長を続けていくに
は科学技術の推進が最
も重要であることを忘れ
ないで頂きたい。

5770

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「国立大学法人等施設
の整備」という名のもと
に，「独創性豊かな人材
養成や独創的・先端的
な学術研究」という表現
があるが，結果として時
流に乗ったテーマが選
ばれ，地道な地方大学
を充実させる策にはな
っていないのではない
か。小さな独立法人とし
て維持していくことの困
難を回避するため，地
方大学の統一はあって
もいいが，○○大学△
△校という形で地元に
特長のある大学として
残し，他の似たような大
きな費目の減額とともに
地方大学の充実を行
い，科学の裾野を広げ
る施策を考えるべきで
ある。

小さな組織で法的な完
全性を求められることに
より雑務は増え，研究
費は減少し，自由な発
想に伴う研究もおぼつ
かなくなっている。人材
を育成するにも自然科
学を相手にする理系の
実験系の場合には，実
験して発見することの
大切ささえ十分に伝え
られない。

5771
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

資源のない日本として
化石燃料の代替の選択
肢は確保しておくべきで
ある。

核融合エネルギーは実
用化がまだ見えず、自
然エネルギーでは全て
の化石燃料の代替がで
きない状況から、現時
点で実用化が見えてい
る技術開発を推進し、
将来に備えるべきであ
る。

大学・
公的
研究
機関 60歳 文部

数学・数理科
学と他分野

改善・見
直しをし

「２，３年をめどに、先導
的な拠点の設置を検討

ヒアリングにも参加した
ものですが、現在の案
には少なからず失望し
ました。生命科学・巨大
物理実験科学は膨大な
データを生み出します
が、従来の計算機科学
的な発想では、解析ソ
フトもアメリカの後追い
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5772

（独
法・公
設試
等）

～ 科学
省

24019

の連携拠点
形成支援プ
ログラム

た上で推
進すべき

する。」 
くらいは書いてほしい。 

的なものしかできない。
ワークショップだけでは
不足です。 
少なくとも、2年後くらい
には見直すべきです。
このままでは、アメリカ、
ドイツの後塵を拝する
のみならず、韓国・中国
にも遅れるかも。

5773

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

大学学部段階における
理数系人材育成に特化
した取組を支援（理数学
生育成支援事業：理数
に優れた能力、意欲を
持つ学生に対し、特別
の体系的なカリキュラ
ム・セミナー・早期研究
室配属の機会を提供す
る取組を支援するもの）
するとともに、全国の理
系学部生が研究成果を
発表し競い合う場（サイ
エンス・インカレ）を構築
するべきである。

日本は海外の先進国に
比べ、学生が高度な研
究に触れる機会が少な
いように思われる。その
ため、このような研究の
機会を与えることによ
り、より高度な研究にも
触れる機会が増え、ひ
いては世界をリードでき
るような研究者となる学
生を育てることが見込
まれる。そのため、この
施策を積極的に推進す
べきである。

5774

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

外務
省

22101

地球規模課
題に対応す
る科学技術
協力

このまま
推進す
べき

途上国では経済発展が
最優先されており，科学
技術の振興は置き去り
にされている状況にあ
る．当該事業は主に途
上国と連携して国際共
同研究を実施すること
により、相手国・地域が
中長期的に自立的に課
題に対応できる能力を
養成し，地球規模課題
の解決に貢献してい
る．さらに国際共通的課
題の解決や他国からの
国際的要請・期待に応
え，我が国への信頼を
高めることが可能であ
る．当該事業は直接的
な利益の獲得を目的と
していない科学技術外
交の一環であり「顔の
見えるＯＤＡ」の典型例
といえる．

日本には科学技術につ
いて優れた人材が豊富
に存在している．しかし
昨今研究者はとかく内
向きになり勝ちである．
また研究者は単なる人
助けだけではモチベー
ションを保つことができ
ない．当該事業では我
が国の優れた研究者が
国外に存在する魅力的
な研究課題に取り組む
と同時に，共同研究を
実施する相手国に対す
る実質的な援助も行っ
ている．それが可能な
のは当該事業を外務省
と文部科学省が共同し
て実施しているためで
あり，省庁横断の事業
としてユニークであり意
義深い．

5775
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20006 ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現

このまま
推進す

・現在、携帯電話を始め
家庭内におけるネットワ
ークの主体がワイヤレ
スになり今後さらに利用
形態、頻度などが増大
すると考える。有限の無
線資源を有効利用する
為の研究開発を世界に
先駆け行い、世界の中

・日本は、資源の乏しい
国で今後、世界のリー
ダーとなる為には世界
に通用する科学技術が
必要な為。また基礎研
究は、一企業で行うに
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に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

べき でイニシアチブを取る事
が必要と考える。またこ
の技術は特定の製品や
ソリューションに限定さ
れるものではなくいろい
ろな分野への転用が期
待できる。

は時間とお金がかか
る。日本国として実施
し、民間にフィードバック
する事が必要と考える。

5776
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24021

社会防災研
究領域（災害
リスク情報プ
ラットフォー
ム）

このまま
推進す
べき

地震および，各種災害
のハザード・リスク評価
手法を高度化し，これら
の結果を市民に伝え，
防災に関する意識向上
を図ると同時に，災害に
備えるための自然災害
リスク評価システムの
開発は，非常に重要．

リスク評価を，ただの評
価で終わらせず，自然
災害に対する防災意識
を高め，緊急時におい
ても行政が適切な対応
を取り，市民の安全を
確保するために必要．

5777

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

明治時代以降、日本は
『技術立国』の施策の元
に発展を続けてきた。
資源に乏しい日本が世
界の中で生き残り、しか
も、日本の製造業が発
展し、雇用を増やして、
景気を安定させるため
には、科学技術、特に、
基礎研究分野への投資
が必要である。

5778
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

このまま
推進す
べき

J-PARCはニュートリノ
のような宇宙の成り立
ちを解明するという夢を
追い求める一方、中性
子ミュオンのような産業
利用にすぐに使える研
究を行う所だと聞いてい
ます。しかも、出来たば
かりでまだまだ発展途
上のようです。使うべき
所にちゃんとお金を使っ
て研究成果をしっかり
出していただきたいと思
います。

小学校で子ども達に教
えていますが、子どもは
元々理科の実験や観察
は大好きです。それが
今日の理科離れを引き
起こしているのは、社会
全体として理系的知識
を軽んじている風潮が
あるからだと思います。
J-PARCからは、未来を
担う子ども達の好奇心
を満足させる結果が出
てきそうなので、しっか
り推進していただきたい
と思います。

5779

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学の施設設備は
老朽化が著しい。 
基盤整備を推進すべ
き。

人材育成のため。

大学・
ライフサイエンス研究の
実施に不可欠な生物資

個々の研究者が自身で
バイオリソースを維持す
るには限界がある。ナ
ショナルバイオリソース
プロジェクトにリソースを
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5780

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

源（バイオリソース）の
拠点を整備し、高品質
のバイオリソースを研究
機関に提供する「ナショ
ナルバイオリソースプロ
ジェクト」事業を、国の
事業として推進すべき
である。

寄託することで、リソー
スの維持や配布から解
放された。また、興味有
るリソースの提供をうけ
ることができ、研究が推
進できた。このような恩
恵を受けている研究者
は多数いる。日本の学
術・科学技術の進展の
ために、是非このまま
推進していただきたい。

5781

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

この施策は、我が国の
経済成長の鍵を握る人
材力を強化し、技術力
を発揮していくためにイ
ノベーションの基盤とな
る国立大学法人等の教
育研究環境の整備・充
実が必要であるため、
施設の耐震化や環境対
策の推進、最先端研究
環境の整備、附属病院
再開発整備等を図るも
のであり、国民の生活
に密着した重要な施策
である。

国立大学法人等が求め
られる機能を発揮する
ため、その基盤となる施
設の整備は重要であ
る。

5782

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソースプロジェ
クトは、国家戦略として
人類の未来の宝を扱う
壮大なプロジェクトであ
り、現在のリソースの1
種も欠くことなく、計画
通りに進める必要があ
る。仮に全体の予算を
減額せざるを得ない状
態に陥っても、リソース
の種類は減らしてはな
らない。途中で打ち切る
ことは、これまでの投資
を損なうことになるだけ
ではなく、日本発の世
界に対する貢献を失う
ことになる。科学界にお
ける世界貢献として続
ける必要がある。

遺伝子資源は、現在必
要なだけではなくて、将
来・未来のいつどのよう
な時点で必要になる
か、その価値を計り知る
ことができないものであ
る。ナショナルバイオリ
ソースと命名した以上、
未来永劫、国家が存続
する限り続けるべきで
ある。途中で打ち切って
しまうと、取り返しがつ
かない性格がある。一
方、科学を文化として捉
えて欲しい、広く一般市
民に対する理解を求め
るためにも、国民に人
気のあるリソースは大
切にする必要がある。

5783

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

科学は開かれたもので
あり，国際共同は必須
である。

科学立国が綴じたもの
であってはならない。

最もボトムアップ型の競

一部、医学系の分野で
は審査が近代化されて
おらず、村社会が残っ
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5784

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

争的資金。トップダウン
型の資金の比率を下げ
て、ボトムアップ型資金
の比率をあげるべきと
思われる。科学研究費
補助金については、長
い歴史の反省と試行錯
誤の上で確立された、
研究者にとって最も信
頼度のある競争的資金
であるが、トップダウン
型と比べると全体の資
金が少なすぎる。

ているかもしれないが、
多くの分野では審査員
の選び方などが、学会
ベースに完璧なボトム
アップ化を果たしてい
た。一部の医学系のひ
どさを理由に審査員をト
ップダウン型にしたこと
に対し不満有り。日本
の研究のレベルアップ
には、トップダウン型か
らボトプアップ型への資
金割合を増やして確実
なるレベルアップを図る
べき。

5785
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

数多くの電気製品の高
効率化・高機能化によ
る日本国内産業の活性
化につながると思いま
す。

既存技術の応用に過ぎ
ないかも知れません
が、展開出来る用途は
広く、ITだけでなく様々
な先進分野にもありま
す。日本がこの技術を
確立することによって、
立ち後れた現状の電子
製品分野で再び世界の
牽引役になれると考え
ます。

5786

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

このまま
推進す
べき

大学の予算が削減され
る中で、研究活動を行う
ために必要

大学における研究活動
は運営交付金が削減さ
れる中で外部資金のみ
によっている。

5787

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

途上国では経済発展が
最優先され科学技術の
振興は置き去りにされ
ている．当該事業は主
に途上国と連携して国
際共同研究を実施する
ことにより、相手国・地
域が中長期的に自立的
に課題に対応できる能
力を養成し，地球規模
課題の解決に貢献して
いる．さらに国際共通的
課題の解決や他国から
の国際的要請・期待に
応え，我が国への信頼
を高めることが可能で
ある．当該事業は直接
的な利益の獲得を目的
としていない科学技術
外交の一環であり「顔
の見えるＯＤＡ」の典型
例と言える．

日本には科学技術につ
いて優れた人材が豊富
に存在する．しかし昨今
研究者はとかく内向き
になり勝ちである．また
研究者は単なる人助け
だけではモチベーション
を保つことができない．
当該事業では我が国の
優れた研究者が国外に
存在する魅力的な研究
課題に取り組むと同時
に，共同研究を実施す
る相手国に対する実質
的な援助も行う．それが
可能なのは当該事業を
外務省と文部科学省が
共同して実施している
ためであり，省庁横断
の事業としてユニークで
あり意義深い．
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5788

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「女性限定」教員公募を
禁止してほしい。育児休
業の奨励や保育施設の
拡充には賛成。

昨今JREC-INに掲出さ
れる「女性限定」の教員
公募を見るにつけ、「女
性教員比率の早期達
成」という事業の目標が
誇大解釈され、憲法に
うたわれる両性の平等
や男女雇用機会均等法
の理念に抵触すること
が懸念される。この施
策に便乗して「学内者
限定」の公募を出す事
例も見られる。自由競
争が科学水準の向上に
最も寄与するという観点
からして、このような「逆
差別」は望ましくない。

5789

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

情報ネットワークは、今
後の日本の産業発展に
は欠かせない重要なイ
ンフラである。しかし、基
幹ネットワーク技術は
日々急速に進展してい
るため、世界各国は基
幹ネットワークに関する
研究開発の進展を促す
施策強化している。なか
でも、既存のIPのアー
キテクチャでの性能限
界を打破する新しいネ
ットワークアーキテクチ
ャの研究開発に、米
国、ECとも大きなリソー
スを投入することで、次
世代の情報産業の先頭
に立とうとしている。こ
のような中、日本も今ま
での優れた情報通信技
術を結集して、日本の
産業の進展を促すこと
は大変重要と考えま
す。

情報トラフィックはここ１
０年程度、年率40-50%
程度の増加率で指数関
数的に増大している。ま
た今後もその需要増動
向は継続すると多数の
機関が予測している。こ
のため、現状のIPアー
キテクチャの性能限界
を打破できる新しいネッ
トワークアーキテクチャ
が必要となる。このアー
キテクチャの実現にむ
け、ネットワーク仮想化
基盤技術、ユーザ指向
ネットワーク基盤技術構
築を推進することは重
要と考えます。

5790
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

バイオマスプラスチック
の重要性、我が国の先
端性、二酸化炭素削減
への貢献、新たな雇用
創出への観点から、施
策は推進すべきであ
る。

エコロジー、サステナビ
リティは今後の最重要
課題だと考える。

水素はＣＯ２削減や１次
エネルギー源の多様化
に対する寄与も大きく，
水素供給に関わる技術
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5791
公益
法人

50～
59歳

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

開発を国の施策として
推進することは大変重
要である。水素を大量
に製造・供給するにあ
たって、既存設備の有
効に活用できれば，社
会的なコスト負担を軽
減できるものとなる。従
って，石油精製工程で
不可欠な水素製造プロ
セスを飛躍的に効率化
し，一般社会への水素
供給に活用するという
本件の狙いは、２０１５
年頃に想定される燃料
電池自動車の普及開始
という点を考慮すると，
時宜を得たものである
と言える。

製油所の水素製造装置
で製造される水素を燃
料電池自動車等の燃料
として活用するために
は，純度の向上が必要
である。これを既存技術
の組み合わせで行え
ば、水素回収率、エネ
ルギー利用効率とも非
常に低いものとなるた
め、膜分離技術を組み
合わせる本施策の成果
への期待は非常に大き
いと考えられる。

5792

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

○我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金であり、予
算 
規模を拡充すべきであ
る。 
○研究者の研究活動を
支援する重要な制度で
あり、着実な予算確保
が 
必要。 
○基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍す 
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登 
龍門となっており、大幅
な拡充は必要である。 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金 
制度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究 
者を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支 
援は必要である。 

5793
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最先端
の科学を推進しており、
日本の科学技術が世界
のトップであるために必
要不可欠だと思いま
す。また、環境問題の
解決、材料科学の更な
る展開、生命科学の 
発展、基礎物理学研究
などは人類の発展のた
めにも益々、重要度が
増しています。世界の
有能な科学者との交流

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学は発展途上
であり、超低速ミュオ
ン、物性研究、基礎物
理研究、新エネルギー
開発など他の手法では
到達できない新たな分
野を開拓する事が可能
です。 
先日のＪ－ＰＡＲＣの一
般公開では、リチウムイ
オン電池の基礎研究で
ミュオンがとても有効で
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を深めることで、将来日
本の科学技術を背負っ
ていく子供たちに科学
への興味と技術基盤を
残せることはとても重要
なことだと考えていま
す。

あると聞きました。 
まだ科学分野としては
発展途上にあります
が、科学の未知の領域
に到達できる可能性を
持つミュオン科学に国
からの支援をお願いし
たいと思いました。

5794
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20101
グリーンネッ
トワークＮＰ

このまま
推進す
べき

近年、中国、インドなど
の新興国の急速な経済
発展を背景に、取り扱う
情報量が増大し、 
ＩＣＴ機器やデータセンタ
ーのエネルギ消費量が
増大している。そのた
め、ＩＣＴ機器、 
データセンターの省エネ
化技術は、持続性のあ
る社会を形成していくた
めの必須技術となる。 
この省エネ技術を、民
間企業を中心に実用化
していくことで、市場の
拡大、雇用の創出につ
な 
がり、日本の競争力強
化につながっていく。

日本の雇用、市場拡大
には、民間企業が収益
を上げ、その所得を従
業員に再分配し、賃金
の上昇をもたらし消費
が拡大する必要があ
る。そのため、積極的に
民間企業に投資を行う
べきであると考えるた
め。

5795
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

・現在、携帯電話を始め
家庭内におけるネットワ
ークの主体がワイヤレ
スになり今後さらに利用
形態、頻度などが増大
すると考える。有限の無
線資源を有効利用する
為の研究開発を世界に
先駆け行い、世界の中
でイニシアチブを取る事
が必要と考える。またこ
の技術は特定の製品や
ソリューションに限定さ
れるものではなくいろい
ろな分野への転用が期
待できる。

・日本は、資源の乏しい
国で今後、世界のリー
ダーとなる為には世界
に通用する科学技術が
必要な為。また基礎研
究は、一企業で行うに
は時間とお金がかか
る。日本国として実施
し、民間にフィードバック
する事が必要と考える。

5796

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

優秀な若手の研究者が
自由な発想のもとに独
立して研究できる体制
を早急に我が国にも定
着させるべきと考えま
す。

長崎大学ではテニュア
トラック制を平成１９年
度より採用しており、多
くの成果をあげてきまし
た。 
長崎大学のテニュアトラ
ック推進担当の副学長
としてぜひ本事業を２４
年度以降も継続して公
募していただきたいと思
います。

大学・
公的 独立行政法 長期的視点での持続的
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5797

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25113

人医薬基盤
研究所 保健
医療分野に
おける基礎
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

医薬品開発の基盤とな
るシステムの確立・維持
の重要性を鑑み、持続
的かつ安定した事業推
進を行うべきである。

な医薬品開発基盤に基
づく研究推進が必要で
あり、また経済的視点
においても最も効率的
である。

5798

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院教育の強化を推
進すべき。

社会の様々な分野で幅
広く活躍する高度な人
材を育成するため。

5799

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 

○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 
○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

5800
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

米国の有力無線方式標
準化団体ＩＥＥＥ（実態
は、ほぼ国際規格であ
る）でミリ波(60GHz)近
距離通信の仕様を日本
中心での策定に成功し
つつある。しかし、イン
テルを中心とした米国
無線通信半導体メーカ
連合もだまって見ている
訳ではなく、いわば対抗
規格を主張し始め、現
在はその規格制定上で
の覇権争いと技術融合
の模索が佳境である。 
この機会に、折角の日
本提案の仕様の実装
（半導体の開発・運用試
作機器の完成と同周波
数領域上での技術的慣
熟を図る為）は焦眉の
課題であり、また日本
企業の自主開発力低下
の中、こう言った案件な

かつての半導体国家戦
略で国際優位に出れた
日本でしたが、その後
の携帯電話方式の敗退
および近距離無線通信
市場における日本の産
業界の凋落ぶりは、悲
惨なものだったと思いま
す。やはりここは強い意
思を持った国家戦略が
必要です。 
また、現在の日本のＰＣ
及び関連の通信機器の
市場シェアは如何程の
ものでしょうか。ミリ波の
超高速通信の多くの用
途はこれの近接市場で
すが、この通信市場で
も再び海外勢の蹂躙を
許すのでしょうか。
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くしては同分野での日
本の地位保全は不可能
と思われます。
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